
平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回） 次第  

日時：平成３０年１１月６日（火） 

午後２時から午後４時まで 

場所：バードステイホテル ７階 銀河の間 

（鳥取市永楽温泉町５５６）   

 

１ 開会 

 

 

 

２ 議事 

 （１）審議事項 

   鳥取県環境審議会運営要領の改正について（資料１） 

 

（２）諮問案件 

①次期鳥取県環境基本計画実行計画について（資料２） 

②次期鳥取県地球温暖化対策計画について（資料３） 

③次期鳥取県廃棄物処理計画について（資料４） 

④次期中海に係る湖沼水質保全計画について（資料５） 

 

（３）部会議決事項の報告 

①地下水影響調査計画書等について（資料６－１） 

②温泉掘削等許可について（資料６－２） 

③第１２次鳥獣保護管理事業計画の変更について（資料６－３） 

 

 （４）事務局からの報告事項 

①平成３０年度版鳥取県環境白書の公表について（資料７－１） 

②平成２９年度鳥取県内における水環境の調査結果について（資料７－２） 

③平成２９年度鳥取県内における大気環境の調査結果について（資料７－３） 

④平成２９年度鳥取県内におけるダイオキシン類の調査結果について（資料７－４） 

⑤鳥取県星空保全条例の制定について（資料７－５） 

 

 

３ その他 

 

 

 

４ 閉会 



 



鳥取県環境審議会委員（任期：平成２９年１月１１日から平成３１年１月１０日まで） 

部会 委員名 職名等 分野 出欠 

企

画

政

策 

東 尚子 （公財）日本環境協会 教育事業部 事業課長 環境教育 ○ 

田村 純一 鳥取大学 地域学部 地域環境学科 教授 有機化学 × 

手島 秀光 公募委員 省エネ診断 ○ 

名島 ゆかり NPO 法人コンシューマーズサポート鳥取 理事 環境保全活動 × 

米井 哲郎 智頭石油（株） 代表取締役社長 自動車（EV)、再生可能エネルギー ○ 

大

気

・

水

質 

青木 薫 米子工業高等専門学校 物質工学科 教授 無機材料、物質工学 ○ 

上田 和泉 （株）中海テレビ放送 記者 報道 ○ 

岸本 康子 NPO 法人養生の郷 環境実践活動 ○ 

田倉 恭一 元水・大気環境課 課長 環境全般 ○ 

安田 裕 鳥取大学乾燥地研究センター 気候・水資源部門 准教授 水文学 × 

廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル 

奥村 知子 鳥取県連合婦人会 事務局 市民活動 ○ 

松村 治夫 元鳥取環境大学 環境学部 環境学科 教授 廃棄物工学 ○ 

三輪 陽通 三光ホールディングス(株）代表取締役 CEO 廃棄物処理 × 

清水 香代子 日吉津村 住民課 課長 廃棄物行政 ○ 

山﨑 美穂 - 環境教育実践 ○ 

自

然

保

護 

赤井 伸江 NPO 法人なんぶ里山デザイン機構 理事 自然環境保全、ビオトープ ○ 

伊藤 健彦 明治大学 研究・知財戦略機構 研究推進員 動物生態学 ○ 

井原 早紀 - 自然環境保全 × 

大住 克博 鳥取大学 農学部附属フィールドサイエンスセンター 教授 森林生態学 ○ 

岡田 珠美 （一財）鳥取県観光事業団 マネージャー、県生物学会 動物、植物、自然観察・体験等 ○ 

温

泉

・

地

下

水 

石賀 裕明 島根大学大学院 総合理工学研究科 地球資源環境学領域 教授 環境地質学 × 

北岡 豪一 岡山理科大学 理学部 非常勤講師 気象・海洋・陸水学、地質学 ○ 

中本 幸子 元鳥取大学 医学部 保健学科 准教授 保健学 ○ 

橋本 賢生 元鳥取県理美容高等専修学校 講師 温泉 ○ 

松本 正嗣 鳥取県公衆浴場業生活衛生同業組合 理事長 温泉 ○ 

鳥

獣 

伊藤 啓史 鳥取大学 農学部 共同獣医学科 准教授 獣医学 × 

柴垣 信司 （一社）鳥取県猟友会 会長 狩猟 × 

土居 克夫 NPO 法人日本野鳥の会鳥取県支部 支部長 野鳥保護 × 

寳來 佐和子 鳥取大学 農学部 生命環境農学科 准教授 環境化学 ○ 

吉澤 晴美 県生物学会 生物の保全 ○ 

敬称略 
（事務局） 

担当課 出席者 
生活環境部 部長 酒嶋 優、次長 住田 剛彦   
環境立県推進課 課長 若松 紀樹、次世代エネルギー推進室長 松本 澄之、課長補佐 谷口 健一、

星空環境推進室長 米山 真寿美、課長補佐 九鬼 貴弘、 
課長補佐 池山 恒平、衛生技師 木下 博登 

循環型社会推進課 課長 山根 茂幸、課長補佐 古川 義秀、係長 門脇 紗織  
緑豊かな自然課 課長 池内 富久 
くらしの安心推進課 課長 坂口 貴志 
水環境保全課 課長 田中 将、参事 阿部 隆恭、課長補佐 森 明寛、係長 井元 裕一 



 



 
 

○鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例(抜粋) 
 

平成 8 年 10 月 8 日 
鳥取県条例第 19 号 

 
第 4 章 鳥取県環境審議会 
(設置) 
第 27 条 次に掲げる事務を行わせるため、鳥取県環境審議会(以下「審議会」という。)を設置する。 
(1) 環境基本計画に関し、第 9 条第 3 項に規定する事項を処理すること。 
(2) 知事の諮問に応じ、環境の保全及び創造に関する基本的事項及び重要事項を調査審議すること。 
(3) 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 43 条第 1 項及び自然環境保全法(昭和 47 年法律第 85 号)

第 51 条第 2 項に規定する事項を調査審議すること。 
(4) 前 3 号に掲げるもののほか、法令又は条例の規定によりその権限に属させられた事務 
 
(組織) 
第 28 条 審議会は、委員 30 人以内で組織する。 
2 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 
(1) 県議会議員 
(2) 学識経験者 
(3) 関係行政機関の職員 
 
(任期) 
第 29 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠又は増員により任命された委員の任期は、前任
者又は現任者の残任期間とする。 
2 委員は、再任されることができる。 
 
(特別委員) 
第 30 条 審議会に、特別の事項を調査審議させるため、必要に応じ特別委員を置くことができる。 
2 特別委員は、学識経験者のうちから、知事が任命する。 
3 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 
 
(会長及び副会長) 
第 31 条 審議会に、会長及び副会長それぞれ 1 人を置き、委員の互選によりこれを定める。 
2 会長は、会務を総理する。 
3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 
 
(会議) 
第 32 条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
2 審議会は、在任委員及び議事に関係のある特別委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くこ

とができない。 
3 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 
 
(部会) 
第 33 条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
2 部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。 
3 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 
4 前 2 条の規定は、部会の運営について準用する。 
 
(幹事) 
第 34 条 審議会に、幹事を置く。 
2 幹事は、県の職員のうちから、知事が任命する。 
3 幹事は、会長の命を受け、審議会の所掌事務について委員を補佐する。 
4 幹事は、審議会又は部会の会議に出席し、意見を述べることができる。 
 
(庶務) 
第 35 条 審議会の庶務は、生活環境部において処理する。 
 
(雑則) 
第 36 条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定める。  



鳥取県環境審議会運営要領 
 

平成２８年３月１６日 
鳥 取 県 環 境 審 議 会 

（要領の適用） 
第１条 鳥取県環境審議会（以下「審議会」という。）の運営については、鳥取県環境の保全及び

創造に関する基本条例に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 
（会議の招集通知） 
第２条 会長は、審議会を招集するときは、開催日時、開催場所及び付議事項を委員に通知するも

のとする。 
（委員以外の者の出席） 
第３条 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて、意見を述べさせ、又は

説明させることができる。 
（会議録） 
第４条 審議会の議事については、次の事項を記載した会議録を作成しておかなければならない。 
（１）開催日時及び開催場所 
（２）出席委員の氏名 
（３）委員以外の出席者の職氏名 
（４）会議に付した案件及び内容 
（５）議事の経過 
（６）その他必要な事項 
２ 会議録には、議長が署名しなければならない。 
（部会） 
第５条 審議会に次の六部会を置く。 
 一 企画政策部会 
 二 大気・水質部会 
 三 廃棄物・リサイクル部会 
 四 自然保護部会 
 五 温泉・地下水部会 
 六 鳥獣部会 
２ 部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。 
３  会長は、知事の諮問を受けた場合は、当該諮問を第１項に掲げる部会のうち適切な部会に付議

することができる。 
４ 会長は、必要と認めるときは、特別の案件を審議するため、審議会に諮って第１項に掲げる部

会以外の部会を置くことができる。 
（部会の議決） 
第６条 部会の議決は、会長の同意を得て、審議会の議決とすることができる。 
２ 会長は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る決議を総会に報告するものとする。 
（準用規定） 
第７条 第２条から第４条までの規定は、部会の運営について準用する。 
（庶務） 
第８条 審議会の庶務は、生活環境部環境立県推進課、水・大気環境課、循環型社会推進課、くら

しの安心推進課及び緑豊かな自然課で行う。 
（雑則） 
第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、その都度審議会が定める。 
 
  付 則 

この要領は、平成１３年１０月 ５日から施行する。 
この要領は、平成１５年１０月２７日から施行する。 
この要領は、平成１６年 ８月３０日から施行する。 
この要領は、平成１７年 ４月 １日から施行する。 
この要領は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 
この要領は、平成２０年 ５月２６日から施行する。 
この要領は、平成２５年 １月１１日から施行する。 
この要領は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 
この要領は、平成２８年 ３月１６日から施行する。 



（別表） 

部会の所掌事務について 

 

鳥取県環境審議会（全体会） 

 ●環境基本計画の策定・変更に関すること。 

●環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する施策の実施状況（環境白書）に関すること。 

●環境の保全及び創造に関する重要事項に関すること。 

 企 画 政 策 部 会 ◎環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する施策の実施状況 

（環境白書）に係る専門的調査検討に関すること。 

◎環境基本計画の策定・変更に係る専門的調査検討に関すること。 

◎その他環境の保全及び創造に関する重要事項に係る専門的調査検討に関する

こと。 

 
 大気・水質部会 ○水質汚濁防止法に規定された審議会の事務 

・水質の汚濁防止に関する重要事項の調査審議 

○農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に規定された審議会の事務 

・農用地土壌汚染対策地域の指定・変更等に関すること。 

○鳥取県公害防止条例に規定された審議会の事務 

・規則の制定又は改廃の立案に関すること。 

◎その他大気汚染、水質汚濁、土壌汚染等の防止に係る重要事項に関すること。 

 
 廃棄物･リサイクル部会 ◎廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定された審議会の事務 

・廃棄物処理計画の策定・変更に関すること。 

◎その他廃棄物対策・リサイクルに係る重要事項に関すること。 

 

 自 然 保 護 部 会 ○自然環境保全条例及び県立自然公園条例に規定された審議会の事務 

・自然環境保全地域の指定、保全計画の決定等に関すること。 

・県立自然公園の指定・解除等に関すること。 

◎その他自然環境の保全に係る重要事項に関すること。 

 

 温泉・地下水部会 ○温泉法に規定された審議会の事務 

・温泉の掘さく、増掘又は動力装置の許可等に関すること。 

・温泉採取の制限処分等に関すること。 

○とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する条例に規定

された審議会の事務 

◎その他温泉の保護及び利用の適正化に係る重要事項に関すること。 

 
 鳥 獣 部 会 ○鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定された審議会の

事務 

・鳥獣保護管理事業計画の策定・変更等に関すること。 

・鳥獣保護区の指定等に関すること。 

◎その他鳥獣の保護に係る重要事項に関すること。 
 
（審議方法の考え方） 
１ 重要案件については、基本的に審議会（全体会）で審議を行う。（例：●印） 
２ 重要案件のうち専門的な審議が必要なものについては、部会に付議し、その後に再度審議会（全体会）
で審議を行う。（例：◎印） 

３ 部会に付議された案件の中でも、特に専門性が高く、審議会（全体会）で再度審議することについて、その
意義が少ない案件については、部会の議決をもって審議会の議決とすることができることとする。（例：○印） 



資料１ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（１） 審議事項 

鳥取県環境審議会運営要領の改正について 

（事務局） 

  



 

 

 



鳥取県環境審議会運営要領の改正について 

 
平成３０年１１月６日 
鳥取県環境審議会事務局 

 
【改正理由】 

 鳥取県の平成３０年度組織改正により、水・大気環境課の名称が水環境保全課に改められ、所管していた

大気、騒音、振動、悪臭及びダイオキシン類等に係る業務が環境立県推進課に移管されたため、所要の改正

を行うもの。 

 

【新旧対照表】 
改正案 現 行 

鳥取県環境審議会運営要領 
 

平成３０年１１月 日  
鳥 取 県 環 境 審 議 会  

 
第１条～第７条 略 

 
（庶務） 
第８条 審議会の庶務は、生活環境部環境立県推進

課、水環境保全課、循環型社会推進課、くらしの

安心推進課及び緑豊かな自然課で行う。 
 
第９条 略 
 
（別表） 略 
 

鳥取県環境審議会運営要領 

 

平成２８年３月１６日  

鳥 取 県 環 境 審 議 会 

 

第１条～第７条 略 

 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、生活環境部環境立県推進

課、水・大気環境課、循環型社会推進課、くらし

の安心推進課及び緑豊かな自然課で行う。 

 

第９条 略 

 

（別表） 略 
 

 
付則 

この要領は、平成３０年１１月  日から施行する。 

 

 

【各部会の担当課（参考）】 

部会 担当課 

企 画 政 策 部 会 環境立県推進課 

大 気 ・ 水 質 部 会 環境立県推進課（大気関係）、水環境保全課（水質関係） 

廃棄物・リサイクル部会 循環型社会推進課 

自 然 保 護 部 会 緑豊かな自然課 

温 泉 ・ 地 下 水 部 会 くらしの安心推進課（温泉関係）、水環境保全課（地下水関係） 

鳥 獣 部 会 緑豊かな自然課 
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鳥取県環境審議会運営要領（改正案） 
 

平成３０年１１月 日 
鳥 取 県 環 境 審 議 会 

（要領の適用） 
第１条 鳥取県環境審議会（以下「審議会」という。）の運営については、鳥取県環境の保全及び

創造に関する基本条例に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 
（会議の招集通知） 
第２条 会長は、審議会を招集するときは、開催日時、開催場所及び付議事項を委員に通知するも

のとする。 
（委員以外の者の出席） 
第３条 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて、意見を述べさせ、又は

説明させることができる。 
（会議録） 
第４条 審議会の議事については、次の事項を記載した会議録を作成しておかなければならない。 
（１）開催日時及び開催場所 
（２）出席委員の氏名 
（３）委員以外の出席者の職氏名 
（４）会議に付した案件及び内容 
（５）議事の経過 
（６）その他必要な事項 
２ 会議録には、議長が署名しなければならない。 
（部会） 
第５条 審議会に次の六部会を置く。 
 一 企画政策部会 
 二 大気・水質部会 
 三 廃棄物・リサイクル部会 
 四 自然保護部会 
 五 温泉・地下水部会 
 六 鳥獣部会 
２ 部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。 
３  会長は、知事の諮問を受けた場合は、当該諮問を第１項に掲げる部会のうち適切な部会に付議

することができる。 
４ 会長は、必要と認めるときは、特別の案件を審議するため、審議会に諮って第１項に掲げる部

会以外の部会を置くことができる。 
（部会の議決） 
第６条 部会の議決は、会長の同意を得て、審議会の議決とすることができる。 
２ 会長は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る決議を総会に報告するものとする。 
（準用規定） 
第７条 第２条から第４条までの規定は、部会の運営について準用する。 
（庶務） 
第８条 審議会の庶務は、生活環境部環境立県推進課、水環境保全課、循環型社会推進課、くらし

の安心推進課及び緑豊かな自然課で行う。 
（雑則） 
第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、その都度審議会が定める。 
 
  付 則 

この要領は、平成１３年１０月 ５日から施行する。 
この要領は、平成１５年１０月２７日から施行する。 
この要領は、平成１６年 ８月３０日から施行する。 
この要領は、平成１７年 ４月 １日から施行する。 
この要領は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 
この要領は、平成２０年 ５月２６日から施行する。 
この要領は、平成２５年 １月１１日から施行する。 
この要領は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 
この要領は、平成２８年 ３月１６日から施行する。 
この要領は、平成３０年１１月  日から施行する。 

-2-



（別表） 

部会の所掌事務について 

 

鳥取県環境審議会（全体会） 

 ●環境基本計画の策定・変更に関すること。 

●環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する施策の実施状況（環境白書）に関すること。 

●環境の保全及び創造に関する重要事項に関すること。 

 企 画 政 策 部 会 ◎環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する施策の実施状況 

（環境白書）に係る専門的調査検討に関すること。 

◎環境基本計画の策定・変更に係る専門的調査検討に関すること。 

◎その他環境の保全及び創造に関する重要事項に係る専門的調査検討に関する

こと。 

 
 大気・水質部会 ○水質汚濁防止法に規定された審議会の事務 

・水質の汚濁防止に関する重要事項の調査審議 

○農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に規定された審議会の事務 

・農用地土壌汚染対策地域の指定・変更等に関すること。 

○鳥取県公害防止条例に規定された審議会の事務 

・規則の制定又は改廃の立案に関すること。 

◎その他大気汚染、水質汚濁、土壌汚染等の防止に係る重要事項に関すること。 

 
 廃棄物･リサイクル部会 ◎廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定された審議会の事務 

・廃棄物処理計画の策定・変更に関すること。 

◎その他廃棄物対策・リサイクルに係る重要事項に関すること。 

 

 自 然 保 護 部 会 ○自然環境保全条例及び県立自然公園条例に規定された審議会の事務 

・自然環境保全地域の指定、保全計画の決定等に関すること。 

・県立自然公園の指定・解除等に関すること。 

◎その他自然環境の保全に係る重要事項に関すること。 

 

 温泉・地下水部会 ○温泉法に規定された審議会の事務 

・温泉の掘さく、増掘又は動力装置の許可等に関すること。 

・温泉採取の制限処分等に関すること。 

○とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する条例に規定

された審議会の事務 

◎その他温泉の保護及び利用の適正化に係る重要事項に関すること。 

 
 鳥 獣 部 会 ○鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定された審議会の

事務 

・鳥獣保護管理事業計画の策定・変更等に関すること。 

・鳥獣保護区の指定等に関すること。 

◎その他鳥獣の保護に係る重要事項に関すること。 
 
（審議方法の考え方） 
１ 重要案件については、基本的に審議会（全体会）で審議を行う。（例：●印） 
２ 重要案件のうち専門的な審議が必要なものについては、部会に付議し、その後に再度審議会（全体会）
で審議を行う。（例：◎印） 

３ 部会に付議された案件の中でも、特に専門性が高く、審議会（全体会）で再度審議することについて、その
意義が少ない案件については、部会の議決をもって審議会の議決とすることができることとする。（例：○印） 
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資料２ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（２）諮問案件 

① 次期鳥取県環境基本計画実行計画について 

（環境立県推進課） 
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次期鳥取県環境基本計画実行計画の策定について 

 

１ 現計画 

（１）第２次鳥取県環境基本計画 

    計画期間：平成２３～３２年度（１０年間／平成 24 年３月策定） 

    内  容：環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

の基本的・中長期的な計画（理念部分） 

（２）第２期とっとり環境イニシアティブプラン（実行計画） 

    計画期間：平成２７～３０年度（４年間／平成 28年３月策定） 

    内  容：基本計画において具体的に推進する施策や数値目標を記載した実行計画 

２ 位置づけ及び経過 

（１） 鳥取県環境基本計画（以下「基本計画」という。）は「鳥取県環境の保全及び創造に

関する基本条例」第９条に基づき、施策を総合的かつ計画的に推進するために「目標」

及び「施策の方向性」を示した基本的な計画であり、条例の基本理念を基に構成。 

基本理念（基本条例第３条より抜粋） 

１ 県民が健全で恵み豊かな環境の恵沢を亨受し、この環境を将来の世代に継承していくことを目的とする。 

２ 人と自然とが共生し、持続的な発展が可能な社会が実現されるように、環境を保全する行動及びより快適な環境を

創造する行動が全ての者の公平な役割分担の下に自主的且つ積極的に行われなければならない。 

３ 地球環境保全は、地域における事業活動及び日常生活が地球環境に影響を及ぼしていることに鑑み、全ての者

の事業活動及び日常生活における着実な取組と国際協力により積極的に推進されなければならない。 

（２） 平成 11 年に策定した基本計画は、環境を取巻く状況の変化を反映して平成 17 年に改

定し理念部分の「基本計画」と具体的に推進する施策や数値目標を明らかにした「実行

計画」に分離。 

（３） その後、基本計画の目標年度満了に伴い、平成 23年度に第２次となる計画を策定。 

本計画では「ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働して、全国をリードする環境実践

『とっとり環境イニシアティブ』に取り組む」ことを基本的方向とし、「エネルギーシフ

ト」、「環境実践の展開」、「循環社会」、「安全・安心」、「自然共生」、「景観・快適さ」の

６つの目標を提示。 

【 国及び鳥取県の基本計画策定の経過 】 
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（４）基本計画（実行計画）の沿革 

・ 平成 ８年 10 月：「鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例」制定 

・ 平成１１年 ３月：「鳥取県環境基本計画」策定 

・ 平成１７年 ２月：「鳥取県環境基本計画」改定 

実行計画「環境立県アクションプログラム」策定 

・ 平成２０年 ５月：実行計画「環境先進県に向けた次世代プログラム」策定 

・ 平成２４年 ３月：「第２次鳥取県環境基本計画」策定 

            実行計画「とっとり環境イニシアティブプラン」策定 

・ 平成２８年 ３月：実行計画「第２期とっとり環境イニシアティブプラン」策定 

 

３ 次期計画の策定スケジュール（案） 

時期（見込み） 内 容 

平成 30 年 11 月 ・環境審議会（諮問） 

12 月～１月 ・企画政策部会（次期計画骨子案の検討） 

平成 31 年 ３月 ・実績集計（H30 年度） 

       ６月 ・企画政策部会（次期計画パブコメ案の検討） 

      ７月 ・パブリックコメント 

      ８月 ・企画政策部会（答申） 

・環境審議会（答申） 

 環境審議会答申後 ・次期計画策定の公表 

 

４ 環境の保全及び創造に関する基本条例（抜粋）～平成 8年鳥取県条例第 19号～ 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全及び快適な環境の創造(以下「環境の保全及び創造」と

いう。)について、基本理念を定め、並びに県、市町村、事業者及び県民の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定めること

により、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在

及び将来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献す

ることを目的とする。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、県民が健全で恵み豊かな環境の恵沢を亨受するととも

に、この環境を将来の世代に継承していくことを目的として行われなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、人と自然とが共生し、持続的な発展が可能な社会が実現され

るように、環境を保全する行動及びより快適な環境を創造する行動がすべての者の公

平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行われなければならない。 

３ 地球環境保全は、地域における事業活動及び日常生活が地球環境に影響を及ぼしてい

ることにかんがみ、すべての者の事業活動及び日常生活における着実な取組と国際協

力により積極的に推進されなければならない。 

（環境基本計画の策定） 

第９条 知事は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

の基本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）環境の保全及び創造に関する目標 

（２）環境の保全及び創造に関する施策の方向 

（３）前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項 

３ 知事は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、鳥取県環境審議会の意見

を聴かなければならない。 

４ 知事は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 
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プラン当初
（平成２６年度末）

実績
（平成２９年度末）

プラン目標
（平成３０年度末）

達成度
【最新年度】

（H３０年度末）

発電事業者（10kW以上）　　　 ９１,６１７ｋW　 １９０,２３０ｋW　 １５１,０００ｋW　 126.0%

業者・住宅（10kW未満）       　 ３９,９３７ｋW　 ４９,５８７ｋW　 ５０,０００ｋW　 99.2%

５９,１００ｋW　 ５９,１２０ｋW　 ５９,２００ｋW　 99.9%

４９２,０６８ｋW　 ５３７,５０５ｋW　 ５４１,５００ｋW　 99.3%

１１７,４７０ｋW　 １１８,３８７ｋW　 １１８,３００ｋW　 100.1%

０ｋＷ　 ２０ｋW　 -

８００,４７０ｋW　 ９５５,０４９ｋW　 ９２０,０００ｋW　 103.8%

　電力自給率 ３１％ ３６．５％ ３５％ 104.3%

８３％ １００．４％ ９７％ 103.5%

　メタンハイドレート高度技術者の育成 ―　　 ３人 １０人　 30.0%

　ＴＥＡＳの認定数（総数） １,３００件　 １,３１９件　 １,３５０件　 97.7%

　（Ⅰ種・Ⅱ種の企業等） ５１件　 ４９件　 ６０件　 81.7%

　（Ⅲ種の企業等） ３５９件　 ３５３件　 ３８５件　 91.7%

　（Ⅱ種の高等学校） ２４件　 ２４件　 ２５件　 96.0%

　（Ⅲ種の小中学校） ３５件　 ３６件　 ４０件　 90.0%

８３１件　 ８５７件　 ８４０件　 102.0%

　こどもエコクラブ登録者数 ８,８５０人　 ８,４４９人　 １０,０００人　 84.5%

６,３７１万ＧＪ ６,７７２万ＧＪ
６,０３２万ＧＪ

（　５.３％）
-

１,３３２万ＧＪ １,３９７万ＧＪ
１,３０３万ＧＪ

（　２.２％）
-

３,３２５万ＧＪ ３,５８７万ＧＪ
３,１６８万ＧＪ

（　４.７％）
-

１,７１４万ＧＪ １,７８８万ＧＪ
１,５６１万ＧＪ

（　８.９％）
-

　ＥＶ・ＰＨＶ普及台数 ６３７台　 １,０１１台　 ３,３００台　注２ 30.6%

　ＥＶ充電器設置基数 １５２基　 ２０５基　 ５２７基　注２ 38.9%

  水素ステーション整備基数 ―　　 １基　 ３基　注２ 33.3%

Ⅲ　環境負荷低減の取組みが経済活動として成立する社会経済システムの実現

　　　　　　　　　         　　　　　                            注１   注１  平成２５年度 平成２８年度

　一般廃棄物の排出量（総数） ２１０千トン ２１４千トン １９３千トン　 -

　【参考】一人一日あたりの排出量 （980ｇ/人・日）　 （1,016ｇ/人・日）　 （945ｇ/人・日） -

　一般廃棄物のリサイクル率 ２６．１％ ３０．６％ ３１％ -

　一般廃棄物の最終処分量 １８千トン １６千トン １０千トン　 -

　産業廃棄物の排出量 ５８１千トン ５５５千トン ５８１千トン　 -

　産業廃棄物のリサイクル率 76.20% ７５．７％ ７７％ -

　産業廃棄物の最終処分量 ２１千トン ２６千トン ２０千トン　 -

０件　 ０件　 １件　 -

　優良産業廃棄物処理業者認定業者数 ４８件　 ８０件　 ６８件　 117.6%

　リサイクル事業の新規事業化企業数
０社

（１期実積＋３４社）
＋３４社

　＋４０社
（H26年度末比）

85.0%

　リサイクル産業における雇用の創出
０人

（１期実積＋９４人）
＋７８人

　＋２０人
（H26年度末比）

390.0%

　グリーン商品の新規認定数
０件

（１期実積＋３５８件）
＋２３件

　＋８０件
（H26年度末比）

28.8%

５件　 ６件　 １０件　 60.0%

　自然保護ボランティア登録者数 １４６人　 １３８人　 １８０人　 76.7%

８,７２５人　 ２４,８８５人　 １７,０００人　注４ 146.4%

　里山整備活動・森林体験企画数 ２０件　 １９件　 ３３件　注４ 57.6%

　若手狩猟免許保有者数 １５５人　 ３３８人　 ３００人　注４ 112.7%

Ⅱ　ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働した環境実践の展開

  一般住宅等の電気使用量に対する再エネのカバー率

主な目標指標

県
内
設
備
容
量

合　　　　計

風力発電（大型）       　　　

バイオマス（熱利用・発電）  

水力発電   

その他（地中熱・温泉熱）

太陽光発電

Ⅰ　エネルギーシフトの率先的な取組み

　 【平成２９年度末実績】

主な目標指標の進捗（第２期とっとり環境イニシアティブプラン）

Ⅳ　自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保

　廃棄物由来のエネルギー・熱回収取組み事業者数

　管理型産業廃棄物最終処分場の建設着手件数

　（Ⅲ種の家庭（わが家のエコ録　登録者含む））

　県立拠点施設における自然体験プログラム利用者数

　県内全体のエネルギー使用量
 　　（H26からの削減率）

　・家庭部門のエネルギー使用量
　　　（H26からの削減率）

　・企業部門のエネルギー使用量
　　　（H26からの削減率）

　・運輸部門のエネルギー使用量
　　　（H26からの削減率）
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プラン当初
（平成２６年度末）

実績
（平成２９年度末）

プラン目標
（平成３０年度末）

達成度
【最新年度】

（H３０年度末）

　中海の水質（ＣＯＤ） ５.０mg/L　 ４.９mg/L　 ５.０mg/L　 -

　湖山池の水質（ＣＯＤ） ７.０mg/L　 ５.１mg/L　 ５.５mg/L　 -

　東郷池の水質（ＣＯＤ） ６.０mg/L　 ５.１mg/L　 ４.５mg/L（H37末）
　注３

-

１,３５８
ヘクタール

１,４７５
ヘクタール

１,５００
ヘクタール　注４

98.3%

　とっとり共生の森参画企業数 １７社　 １８社　 ２３社
　注４

78.3%

　間伐面積（年間）
３,０５０

ヘクタール
２,８９５

ヘクタール
４,２００

ヘクタール
68.9%

　生活排水処理人口普及率 ９１．４％ ９３．６％ ９３．２％ 100.4%

９３．３％ ９６．７％ １００％ 96.7%

１００％ １００％ １００％ 100.0%

　大気中のダイオキシン類濃度
０.０１４

pg-TEQ/Nm3
０．００９５

pg-TEQ/Nm3
０.０１２

pg-TEQ/Nm3
-

　景観まちづくり活動に取り組む団体数 ７０団体　 ７０団体　 ７４団体　 94.6%

　景観行政団体（市町村）数 ５団体　 ５団体　 ６団体　 83.3%

　地域資源を活用したまちづくり実施地区数 ７１地区　 ７０地区　 ７３地区　 95.9%

　注１　：一般廃棄物、産業廃棄物の排出量、リサイクル率、最終処分量については前年度末の数値
　注２　：平成32年度末の数値
　注３　：第２期　東郷池水質管理計画（平成29年３月）で設定
　注４　：「鳥取県元気づくり総合戦略」の目標年度（H31年度）の数値を掲載

　ベンゼン等の有害大気汚染物質の環境基準達成率

　有機農産物・特別栽培農産物の認定面積

　河川・海域の水質の環境基準達成率
　（河川：ＢＯＤ、海域：ＣＯＤ）

 Ⅵ　美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街なみづくりの推進

Ⅴ　安全で安心してくらせる生活環境の実現

主な目標指標

-6-



- 1 -

第２次鳥取県環境基本計画

平成２４年３月策定

１ 計画の考え方

１．１ 計画策定の趣旨・背景

本県では、大量生産・大量消費・大量廃棄を伴う経済社会活動を見直し、社会全体を環境負荷

の少ない持続可能な社会に変えていく必要があるとの認識の下、平成８年１０月に鳥取県環境の

保全及び創造に関する基本条例（以下、「基本条例」という。）を制定しました。この基本条例

に基づき、平成１１年３月に鳥取県環境基本計画（以下、「計画」という。）を策定して、環境

の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進しましたが、その後に深刻化してきた地

球温暖化や自然環境の多様性の損失などへの対応も踏まえ、平成１７年２月に基本計画を改定し

ました。これらの結果、大型風力発電や太陽光発電などの自然エネルギー導入、エコカー関連や

リサイクル事業などの環境産業の育成、こどもエコクラブや鳥取県版環境管理システム（ＴＥＡ

Ｓ）、中海におけるアダプトプログラム（参加団体が受け持ちエリアを決めて、定期的に行う清掃

活動）などの環境学習・環境配慮活動への取組みなどで一定の成果が見られました。

しかしながら、平成２３年３月に発生した東日本大震災を契機としたエネルギー政策の見直し

を踏まえたエネルギーシフト（再生可能エネルギーへの転換）の率先的な取組みやエネルギー・

資源使用の一層の合理化などによる温室効果ガス削減の新たな目標達成に取組む必要がありま

す。加えて、循環型社会の実現、生物多様性や三大湖沼（中海、湖山池、東郷池）等豊かな自然

環境の保全など、本県が目指すべき環境像の実現に向けて更に一層の取組みが必要な状況にあり

ます。

そこで、社会経済情勢の変化、科学技術の進展と言った観点も踏まえた上で、解決すべき課題

に対応し、ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働して全国をリードするような施策を展開・情報

発信することとし、第２次となる計画を新たに策定します。

１．２ 計画の目的

本計画は、基本条例に基づき、鳥取県の環境の保全及び創造に関する「目標」、「施策の方向」

を示すことにより、環境の保全及び創造に関する取組みを推進することを目的とします。

１．３ 計画の目標年度

本計画の目標年度は、おおむね１０年後の平成３２（２０２０）年度末までとします。

なお、環境を巡る状況等に変化があった場合は、目標期間の途中であっても適宜、見直しを行

います。

２ 鳥取県の現状と課題

２．１ 前計画における目標に対する評価

前計画の施策の実施状況について、実行計画（次世代プログラム）等の目標指標に基づき進捗

状況を評価した結果は次のとおりです。
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基本方針 評価結果

・こどもエコクラブ等の環境学習への取組みは着実に伸びている

・鳥取県版環境管理システム（ＴＥＡＳ）の普及や環境配慮活動に取組む

すべての主体の 県民は増加

連携・協働によ ・環境保全に取組むＮＰＯ団体の活動が定着しつつある

る環境立県 ・マイバッグ持参は徐々に進みつつあるが、レジ袋の辞退やアイドリング

ストップ認証の普及などに係る県民運動としての盛上りは今ひとつ

【環境保全のために自ら考え行動する人づくりをより推進する必要がある】

・一般廃棄物は、市町村のごみ袋の有料化や生ごみの資源化の取組等に

より、排出量は着実に減少し、リサイクル率は順調に向上

循環を基調とす ・産業廃棄物は、民間の建設工事の増加等により排出量は増加したがリサ

る社会経済シス イクル率は廃プラスチック類の燃料化が進んだこと等により順調に向上

テムの実現 ・リサイクルビジネスに取組む企業数、グリーン商品の認定数は順調に増

加

・廃棄物の適正処理については、引き続き不法投棄防止対策等を講じてい

くことが必要

【一定の成果は出ているが、循環型社会の実現に向けて一層の取組み推進

が必要】

・県内三大湖沼について、住民が参画する水質浄化活動は増えているが、

水質は横這い傾向にあり、環境目標は未達成

自然と人間の共 ・中海一斉清掃も定着し、鳥取砂丘におけるボランティア除草の取組み

生の確保 は徐々に増えている

・有機栽培面積は増加

・里地里山の荒廃と鳥獣被害の深刻化

【自然環境のもたらす恵みを将来にわたって持続的に利用するため、自然

の持つ多面的な機能の回復と維持・向上等を図ることが必要】

・景観まちづくり活動に取組む団体数、地域資源を活用したまちづくり実

施地区数は順調に増加しているが、さらに取組みを促進していく必要が

快適な環境・美 ある

しい景観の保全 ・「鏝絵・なまこ壁」を通じて県内に在する地域資源への認識が高まった

と創造 ・「鳥取鹿野地区」、「智頭宿」、「倉吉打吹地区」、「米子旧加茂川・寺町周

辺」など、地域の景観・歴史的資源を活かした街なみが形成されつつあ

る

【歴史的・文化的な建造物や街なみの保全・活用には住民参加・多様な主

体の協働連携による持続可能な景観まちづくりの取組みが必要】
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・ＣＯ２排出量は近年横ばいか減少傾向にあるが、１９９０年度比では家庭

（マイカーを含む）、店舗、事務所等での増加が著しい

地球環境保全に ・大型風力発電の稼動、太陽光発電導入支援により自然エネルギーの普及

向けた活動の推 は順調に伸びてきたが、今後の拡大には目処が立っていない

進と国際連携 ・ＣＯ２の吸収源として森林の活用が見直され、Ｊ－ＶＥＲ（国内の森林整

備等のプロジェクトにより実現された温室効果ガス吸収量等をクレジッ

ト（排出権）として認証する制度）などの取組みが進みつつある

・北東アジア地域と協力し、環境問題の解決に向け協力していく下地作り

はできたが、具体的な成果はまだ出ていない

【温室効果ガス削減の新たな目標の達成に向け、新たな技術導入などの取

組みが必要】

３ 計画の目標及び施策の方向

３．１ 計画の目標

県の総合計画（将来ビジョン）やエネルギーシフトをはじめとした率先的に取組むべき課題を

踏まえつつ、中長期的な視野に立って、活力があふれ、安心して暮らすことができる鳥取県を創

るために県民の知恵と力を結集する必要があることから、次の事項を本計画の基本的方向としま

す。

『ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働して、全国をリードする

環境実践「とっとり環境イニシアティブ」に取り組む』

そして、とっとり環境イニシアティブの実現のため、次の６つの目標を定めます。

環境基本計画の目標

Ⅰ エネルギーシフトの率先的な取組み

Ⅱ ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働した環境実践の展開

Ⅲ 環境負荷低減の取組みが経済活動として成立する社会経済システムの実現

Ⅳ 安全で安心してくらせる生活環境の実現

Ⅴ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保

Ⅵ 美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街なみづくりの推進
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３．２ 施策の方向

本計画では、６つの目標に基づき展開する施策を次のとおり定めます。

Ⅰ エネルギーシフトの率先的な取組み

「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書」（平成１９年（２００７

年））によると、気候システムの温暖化には疑う余地はなく、気温上昇のほとんどは、人為起

源の温室効果ガスの大気中濃度増加による可能性がかなり高いとされており、極端な気象現象

の増加や一部の動植物の絶滅などが懸念されています。

東日本大震災（平成２３年３月）での原子力発電所への深刻な影響によるエネルギー政策の

見直しは、地球温暖化対策にとっても大きな転換点となります。温室効果ガス排出の削減、エ

ネルギー供給リスクの分散及び化石燃料の枯渇懸念等の観点から、小規模・地域分散型である

再生可能エネルギーの導入拡大などのエネルギーシフトを加速度的に進めることが必要です。

本県においても、環境への負荷が少なく枯渇リスクの少ない資源やエネルギー活用のために、

豊かな自然を活かした再生可能エネルギーの導入拡大などのエネルギーシフトに率先的に取り

組む必要があります。

このため、次の取組みを進めます。

①温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

②エネルギー資源多様化促進の検討

③スマートコミュニティ（再生可能エネルギーを、住宅やビル、交通、ライフスタイル転換

など一連の社会システムとして、効率的に活用する社会）の推進

④再生可能エネルギー導入に併せた新たな仕組みや技術の創出

Ⅱ ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働した環境実践の展開

今日の環境問題は、日常の生活や事業活動によってもたらされる環境への負荷が複雑に絡み

合っています。私たちの身近な生活においても、エネルギーや資源の消費、自動車の増加など

ライフスタイルの変化により二酸化炭素の排出量が依然として増え続けているなど、日々の活

動すべてが大きく環境問題に関係しており、その悪影響は私たちだけでなく未来の子供たちま

で永く続きます。

その解決に向けては、私たちの活動すべてが環境に負荷を与えていることを認識したうえで、

すべての主体が自ら可能な環境配慮活動に積極的に取り組むことが必要です。

本県においても、豊かな自然・環境の中で心豊かな充実生活を安心して送ることを目指し、

地域の未来は県民みんなで創りだすものとの認識のもと、環境問題の解決に向けて自ら考え行

動する人材の育成、環境情報の共有に向けた連携強化、農林漁業・福祉・教育分野等への環境

意識・システム導入推進などにより、環境配慮活動をさらに拡大して県民運動的に展開し、Ｎ

ＰＯや地域・企業などが連携・協働して実行していく必要があります。

このため、次の取組みを進めます。

①環境教育・学習の推進

②企業・家庭における環境配慮活動の推進

③社会システムの転換
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Ⅲ 環境負荷低減の取組みが経済活動として成立する社会経済システムの実現

大量生産、大量消費型の経済社会活動は、生活をとても豊かにしてくれましたが、その一方

で、健全な物質循環を阻害し不適正な廃棄物処理が環境への負荷を増大させるという問題を招

きました。

これらの問題を克服し、持続的発展が可能な社会を形成していくため、大量生産、大量消費、

大量廃棄型の従来の社会のあり方やライフスタイルを見直すとともに、低炭素社会づくりや新

エネルギー創出の視点から廃棄物系バイオマスの更なる利活用を推進するなど、社会における

適正な物質循環を確保することにより、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷をできる限り

低減する「循環型社会」への転換をする必要があります。

このため、次の取組みを進めます。

①４Ｒ社会の実現

②リサイクル産業の振興

③低炭素社会との調和

④廃棄物の適正処理体制の確立

Ⅳ 安全で安心してくらせる生活環境の実現

今日の環境問題においては、海岸漂着ごみ、黄砂などの国境を越えた環境保全への取組みが

必要な問題が生じてきており、私たちの生活を支えるために利用した化学物質や非意図的に発

生した化学物質が大気・水・土壌などへ漏出・蓄積することにより人の健康や生態系に影響を

及ぼす問題、騒音・振動・悪臭や温泉の適正管理などの身近な生活環境問題などにも留意する

必要があります。

本県は、豊かな自然環境や大山山麓をはじめとする豊富な地下水に恵まれてきましたが、こ

うした自然からの恩恵を持続的に利用して次の世代に引き継ぐ取組みが重要であり、良好な環

境を維持しながら新たな環境問題にも対応し、さらに安全で安心してくらすことのできる地域

を創る必要があります。

このため、次の取組みを進めます。

①大気・水・土壌環境の保全と地下水の適正管理

②環境汚染化学物質の適正管理

③環境影響評価の推進

④北東アジア地域と連携した環境保全の推進

Ⅴ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保

本県はラムサール条約登録湿地である中海などの豊かな自然環境に恵まれており、住民が参

画する水質浄化活動などは増加しているものの、三大湖沼（中海、湖山池、東郷池）の水質の

環境目標は達成できておらず、従来からの流入負荷対策のみならず、生態系による自然浄化機

能の活用など、新たな水質浄化対策への取組みが課題となっています。

また、自然に対する人間の働きかけの縮小撤退による里地里山の環境の変化、生物種の減少

や生息・生育状況の変化等により生物多様性が損なわれつつあり、さらに森林や農地等の適正

管理が困難になったことにより、それらが持つ降水の貯留、洪水緩和、水質浄化といった多面

的な機能も損なわれつつあります。

私たちは、自然とのふれあいを通じてその大切さを学び、豊かな恵みをもたらす自然環境や
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生物多様性を保全し、その恵みを将来の世代へと継承していく責務があります。

このため、次の取組みを進めます。

①三大湖沼の浄化と利活用の推進

②生物多様性・健全な自然生態系の保全

③農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

④人と自然とのふれあいの確保

Ⅵ 美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街なみづくりの推進

自然と調和した都市の景観はやすらぎのある快適な都市空間を形成し、地域の風土の中でつ

くられてきた農山村の景観はふるさとへの親しみや愛着を育みます。

本県には、地域の人々の長年の生活の中で形成され、残されてきた史跡や遺跡などの素晴ら

しい歴史的遺産もあります。これらの優れた地域の景観や歴史的遺産は、自然環境の素晴らし

さ、地域の歴史や文化を将来に伝える貴重な資源であるとともに、県民の地域への親しみや愛

着を育む資源として重要な役割を果たしています。

うるおいとやすらぎのある美しい環境を次の世代に継承するため、住民参加・多様な主体の

協働連携により、これらの自然、歴史的・文化的遺産、歴史的街並みなどの景観資源を保全・

活用して、個性豊かなまちづくりを進めていくことが求められています。

このため次の取組みを進めます。

①美しい景観の保全と創造

②歴史的、文化的街なみの保存と整備

４ 計画の実行

４．１ 実行計画

本計画において具体的に推進する施策について、実行計画（とっとり環境イニシアティブプラ

ン）を策定します。

実行計画では、当面、重点的に取組むべき項目を抽出し、４年後の目標（可能な限り数値化）

と目標を達成するための施策を掲げます。

４．２ 実行計画による進行管理

実行計画の目標と施策は、県の工程表と連動させ、ＰＤＣＡサイクル（企画立案→実施→評価

→改善）により進行管理を行います。

その取組み状況は、県のホームページ（とりネット）にて公表し、広く県民の声を反映させる

システムを構築します。

４．３ 各主体の役割

本計画を推進するためには、住民、事業者、行政の各主体が共通の認識のもとで、連携と協働

による取組みを進める必要があります。

このため、各主体に対して本計画と実行計画を周知するとともに、各主体においても実行計画

を策定し、実行することを期待します。
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＜参考＞

１ 環境基本計画（平成１７年２月改定）以降の行政運営方針、環境関連条例等の動き

環境基本計画の改定以降、新たな行政運営方針、環境関連条例を制定しました。

年 月 事 項

平成１７年１０月 ・鳥取県石綿健康被害防止条例の制定

平成１７年１１月 ・中海、ラムサール条約湿地へ登録

平成１７年１２月 ・鳥取県産業廃棄物処理施設の設置に係る手続の適正化及び紛争

の 予防、調整などに関する条例の制定

・鳥取県廃棄物処理計画（第６次）の策定

平成１９年 ３月 ・東郷池水質管理計画の策定

・鳥取県景観形成条例の制定

平成１９年１０月 ・北東アジアサミットにおける「環境交流宣言」の採択

平成２０年 ５月 ・環境先進県に向けた次世代プログラムの策定

平成２０年１０月 ・日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例の制定

平成２０年１２月 ・基本構想「鳥取県の将来ビジョン」の策定

平成２１年 ３月 ・鳥取県地球温暖化対策条例の制定

平成２１年 ９月 ・とっとり発グリーンニューディール戦略の策定

平成２２年 ３月 ・中海に係る湖沼水質保全計画（第５期）の策定

平成２２年 ４月 ・鳥取県経済成長戦略の策定

平成２２年１０月 ・山陰海岸ジオパーク、世界ジオパークネットワークへの加盟承

認

２ 鳥取県の環境に関する県民意見

平成２３年６月に、鳥取県の環境に関して県民意見を募集したところ２５件の意見をいた

だきました。

今後の鳥取県の環境に関する、主な県民意見は次のとおりでした。

・ 太陽光・風力・小水力・木質バイオマス発電など、再生可能エネルギーの推進を図るべ

き

・ 家庭ごみのリサイクルはまだ不十分

・ 県民・事業所・学校などにおける環境教育・学習が更に必要

・ 地下水が枯渇しないように管理・確保すべき

・ 森林整備・植林活動を推進すべき

・ 自然と調和した都市景観を活用した環境教育や子育ての視点からの環境施策を考えるべ

き
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３ 実行計画（次世代プログラム）の成果指標の実績

現　状
（計画時）

目　標
（計画時）

実　績

H18年度
(2006)

H22年度
(2010)

H22年度
(2010)

最終年度
（2010）

期間平均
（H20～22）

152,243 200,000 364,839 182% 158%

7 19 12 63% 85%

2,479 4,500 7,440 165% 159%

29 50 48 96% 99%

293 700 719 103% 112%

4,358 4,266 4,265 100% 103%

5,623 5,325 5,731 93% 96%

0 1% 0.3% 30% 363%

14,615 35,000 30,688 88% 93%

630 900 1,299 144% 128%

0 19 0 0% 0%

0 19 0 0% 0%

43,433 110,000 92,863 84% 91%

4,180 16,720 17,280 103% 105%

1,025 920 913 101% 103%

18.4 25.0 23.3 93% 90%

95.9 96.0 95.3 99% 100%

23 10 26 260% 227%

1 20 45 225% 450%

・汚濁負荷量の削減(COD) ［kg/日］ 568.6 501.7 526.7 105% －

・汚濁負荷量の削減(全窒素） ［kg/日］ 225.2 198.2 210.7 106% －

・汚濁負荷量の削減（全燐） ［kg/日］ 18.00 15.17 15.23 100% －

・下水道整備率　[％] 56.9% 78% 67% 86% －

・汚濁負荷量の削減(COD) ［kg/日］ 523.1 520.4 514.8 99% －

・汚濁負荷量の削減(全窒素） ［kg/日］ 152.6 151.7 151.6 100% －

・汚濁負荷量の削減（全燐） ［kg/日］ 6.83 7.09 6.86 97% －

・下水道接続率　[％] 98.4% (99%) 96.5% 97% －

・農業集落排水施設接続率　[％] 93.8% (99%) 94.7% 96% －

・汚濁負荷量の削減(COD) ［kg/日］ 1,610.3 1,429.4 1,458.6 102% －

・汚濁負荷量の削減(全窒素） ［kg/日］ 773.9 625.4 664.8 106% －

・汚濁負荷量の削減（全燐） ［kg/日］ 62.81 53.40 66.35 124% －

・下水道整備率　[％] 59.9% 70% 69.6% 99.4% －

3.3 環境産業の育成

湖
山
池

東
郷
池

中
　
海

2.1 二酸化炭素等温室効果ガスの削減

2.2 自然エネルギー等の導入

2.3 森林等による二酸化炭素の吸収源対策

３　循環型社会の確立

3.1 一般廃棄物（ごみ）の排出抑制、リサイクル率の向上

3.2 産業廃棄物の減量、リサイクル率の向上と適正処理の推進

・アイドリングストップ推進事業所及び公共交通機関利用推進事業所の登録数　[件]

・市町村による温室効果ガスの排出抑制に向けた推進組織の設立数　[市町村]

達成度

１　県民との協働による環境活動の新たな展開

1.2 環境教育・学習の推進

２　地球温暖化防止

1.3 環境に配慮した活動を持続的に行うための仕組みの普及

成　　果　　指　　標

・環境教育参加者数　[環境学習施設の年間利用者（人）]

・こどもエコクラブ事務局設置市町村数　[市町村]

・こどもエコクラブの登録人数　[人]

・環境教育・学習アドバイザーの登録人数　[人]

・ＴＥＡＳの登録数　[件]

・自然エネルギー等の発電量　[Ｋｗ]　　　　　　　(H19～H22　６万KW)

・鳥取県エネルギー販売量による二酸化炭素排出量　[千トン－CO2]

・育成林の間伐実施面積　[ヘクタール]

・１人１日当たりのごみ排出量　[ｇ／１人1日]

・ごみのリサイクル率　[％]　

・鳥取県エネルギー販売量による二酸化炭素排出量（一世帯あたり）　[Kg－CO2]

・鳥取県エネルギー販売量による二酸化炭素削減率（事業所）　[％]

・市町村による温室効果ガスの排出抑制に向けた推進計画策定数　[市町村]

・アイドリングストップ宣言者数　[人]

・産業廃棄物のリサイクル率　[％]

・リサイクルビジネスに取組む企業数　[社]

４　美しい環境を次の世代へ

4.1 三大湖沼（湖山池、東郷池、中海）の保全再生

・県認定グリーン商品の新規認定数　[件]

H27

H27

H21暫定

H21暫定

H21値

H27

H27

H27

H25

H25

H25

H25

H21値

H21値

H21値

H21値

H21値

H21値

H21値

H21値

H21値

0 160 108 68% 68%

11 20 13 65% 74%

0 24 10 42% 56%

0 6 3 50% 58%

3 18 14 78% 90%

3 4 3 75% 92%

0 100 100 100% 123%

19 45 48 107% 105%

695 750 1,052 140% 131%

0 10 27 270% 350%
26 25 94 376% 263%

・景観まちづくり活動団体の登録数　[団体]

4.2 自然環境の保全と野生動植物の保護

・ボランティア登録者数　[人]

・希少野生動植物保護管理事業実施団体の認定　[人]

4.3 環境資源を活用した魅力ある地域づくり

・花と緑のまちづくりモデル地区の認定数　[地区]

4.5 環境にやさしい農業の推進

・有機農産物・特別栽培農産物の認定面積　[ヘクタール]

4.6 森林の多面的機能の向上
・低コスト林業普及となる施業団地数　[団地]

・作業道等の整備延長　[Ｋｍ]

・エコツーリズム推進協議会設立　[協議会]

・とっとり共生の森参画企業数　[社]

4.4 まちなみ景観の保全・活用

・景観形成活動に取り組む団体(地区)数　[団体]

・「地域生活百景」に選定数　[認定]
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第２期とっとり環境イニシアティブプラン 概要版

１ 計画策定の趣旨・背景など

○ この計画は、「第２次鳥取県環境基本計画（本県の環境の保全及び創造に関する施策の総合
的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画）」の実行計画であり、具体的に推進する施策
について、重点的に取組むべき項目を抽出し、目標と目標を達成するための施策を掲げます。

○ 計画期間は、平成２７年度から３０年度までの４年間とします。
○ 計画の目標・施策はＰＤＣＡサイクルにより進行管理を行い、公表します。

２ 第1期の実績と主な取組み

○ 再生可能エネルギーの導入や消費電力の削減など各種施策の取組みを通じ、一定の成果は上
がっていますが、温室効果ガスの排出量や一般ごみの排出量等は目標を達成できていな
い状況です。

重点施策 実績 主な成果
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入量 ・国内有数のメガソーラーをはじめ、58か所で

目標：759MW ⇒実績：800MW 発電開始
エネルギー 電力自給率 ・太陽光発電施設はH２２末からの３年間で約

シフト 目標：28.8％⇒実績：31.0％ ８倍
・再エネ導入量を県内一般家庭の消費電力で
比較すると83％をカバー

TEASの認定数 ・県版エコポイント制度には983店舗が参加
目標：1,064件⇒実績1,300件 ・EV充電器の総数は150基を超える

環境実践の 県内全体のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量 ・県全体のｴﾈﾙｷﾞｰ消費はH22比で10％近く削
展開 目標：6,682万GJ⇒実績：6,369万GJ 減

急速充電器設置台数
目標：30基⇒実績：68基

一般廃棄物の排出量削減 ・全国初の紙おむつペレット燃料利用システム

目標：880ｇ/人⇒実績：980ｇ/人 など市町村による新たな減量リサイクルの取
循環社会の 一般廃棄物のリサイクル率 組が拡大
実現 目標：30％⇒実績： 26.1％ ・4R実践活動に述べ5,600人が参加

グリーン商品の認定 ・認定グリーン商品は４年間で358商品を認定
目標：421件⇒実績：653件 ・ リサイクル率は一廃・産廃ともに全国上位の

水準

○ 第１期では2010年当時の温室効果ガス削減目標（2020年に1990年比で25％削減）の達成に向
け、再生可能エネルギーの利用促進、県民に対する温室効果ガス排出抑制等の活動の促進、
交通手段の転換など社会システムの転換などの施策を実施。

○ こうした取組みにより、第１期の４年間でエネルギー使用量は大きく減少しましたが、火力
発電の増加による温室効果ガスの増大によって当初のCO２削減目標（1990年比▲15.1％）を
下回りました。

[単位：千ﾄﾝCO2]
2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 計画期間中

区 分 （H22年度） （H23年度） （H24年度） （H25年度） （H26年度） の増減量

現計画当初 計画１年目 計画２年目 計画３年目 現計画終期 （削減率）
ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 CO2 の 4,265 4,035 3,896 3,963 3,856 ▲410
温室効果ガス （▲2.4％/年）

ｴﾈﾙｷ ﾞｰ起源 CO2 以 659 669 533 620* 620* ▲39
外の温室効果ガス

再生可能ｴﾈ導入 ▲76 ▲78 ▲86 ▲122 ▲130 ▲54

電気排出係数 と の ▲244 ▲191 425 579 530 774
差
森林吸収量 ▲517 ▲550 ▲561 ▲572 ▲585 ▲68

合計 4,087 3,885 4,207 4,468 4,291 204

1990年度比 ▲6.7％ ▲11.3％ ▲4.0％ 2.09％ ▲2.0％ -
（当初目標値） （▲15.1％）

＊は現時点での暫定値を記載
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３ 施策体系

○ 本計画では、第１期プランの成果と課題を踏まえ、今の施策体系の大枠を活かしつつ、直近
の環境を巡る状況や社会経済情勢の変化に対応した内容とします。

○ 温室効果ガスの削減目標については、ＣＯＰ２１において日本が約束した温室効果ガス削減
目標（2030年に2013年比26％削減）を上回る目標を設定し、一層の『省エネ・創エネ』を推進
していきます。

【基本方向】
ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働して、全国をリードする環境実践
「とっとり環境イニシアティブ」に取り組む

【６つの目標と施策体系】

1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速
１ エネルギーシフト】
エネルギーシフトの率 1-2 地域エネルギー社会の構築

先的な取組み
1-3 エネルギー資源多様化の促進

1-4 新たなエネルギー環境の整備

２ 環境実践の展開】 2-1 環境教育・学習の推進

ＮＰＯや地域・企業な
どと連携・協働した環 2-2 企業・家庭における環境配慮活動の推進
境の展開

2-3 社会システムの転換

3-1 ４Ｒ社会の実現
３ 循環社会】
環境負荷低減の取組み 3-2 廃棄物の適正処理体制の確立
が経済活動として成立
する社会経済システム 3-3 リサイクル産業の振興

の実現
3-4 低炭素社会との調和

4-1 人と自然とのふれあいの確保
【４ 自然共生】
自然がもたらす恩恵を 4-2 生物多様性・健全な自然生態系の保全

持続的に享受できる健
全な自然生態系の確保 4-3 三大湖沼の浄化と利活用の推進

4-4 農地、森林等の持つ環境保全機能の確保

5-1 大気・水・土壌環境の保全と地下水の適正管理
【５ 安全・安心】
安全で安心してくらせ 5-2 環境汚染化学物質の適正管理
る生活環境の実現

5-3 環境影響評価の推進

5-4 北東アジア地域と連携した環境保全の推進

【６ 景観・快適さ】 6-1 美しい景観の保全と創造
美しい景観の保全とと
っりらしさを活かした 6-2 歴史的、文化的街なみの保存と整備
街なみづくりの推進
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４ 目標と施策等
Ⅰ【エネルギーシフト】エネルギーシフトの率先的な取組み

■目指す将来の姿■
・ 地域や事業所、家庭等において、再生可能エネルギーの導入や革新的な技術によって二酸化炭

素排出量が比較的少ないエネルギー利用への転換が進んでいるとともに、多様な再生可能エネル

ギーの導入が進み、持続可能な低炭素社会の実現に有用な自立分散型のエネルギー供給構造への

転換の礎が構築されています

１ 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

【目標】・持続可能なエネルギーへの転換や地球温暖化防止対策に向けて、身近にある再生可能エ

ネルギーを利活用する設備の導入を加速することで、県内設置の再生可能エネルギー設

備を平成３０年度末までに９２万ｋＷへ導入を図ります。

【施策】① 発電事業者に対する支援

② バイオマス・地熱の熱利用促進

③ 家庭等への導入促進

④ 率先導入と各種規制緩和の実現

２ 地域エネルギー社会の構築

【目標】・再生可能エネルギーの導入拡大やエネルギー資源の多様化により、地域のエネルギー自

給率を高めたうえで、地域に導入した設備を効率的に活用し、安定的にエネルギーが供

給される地域エネルギー社会を構築することでエネルギーの地産地消による地域経済循

環を進めます。

・電力自給率の向上を図り、一般住宅等で使用する電気に対する再生可能エネルギー自給

率９７％を目指します。

【施策】① マイクログリッドモデルの構築

② 地域エネルギー事業の確立

③ 地域エネルギー社会構築の担い手育成と活動支援

３ エネルギー資源多様化の促進

【目標】・エネルギー資源の多様化を促進することで、特定の資源への依存度を下げ、リスク分散

による安定的なエネルギー供給体制を促進します。

【施策】① 既存設備の高度化と転換

② 新たなエネルギー源の導入検討

４ 新たなエネルギー環境の整備

【目標】・再生可能エネルギー導入促進に必要な新たな技術開発や施工・維持管理技術向上による

産業・雇用の創出を図るとともに、エネルギーの多様化や効率的な高度利用、地域経済

循環などを実現する地域エネルギー社会構築のための普及啓発、人材育成を行います。

【施策】① 新たな再生可能エネルギー技術の開発促進及び普及啓発

② 技術者養成とメンテナンス体制の確立

③ 次世代エネルギーパークを活用した環境教育や保全活動の推進

④ メタンハイドレート調査開発を担う高度技術者の育成
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Ⅱ【環境実践の展開】ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働した環境実践の
展開

■目指す将来の姿■
・ 幼児から大人まで全ての世代において環境教育・学習が積極的に実施されることにより、環境

問題の解決に向けて自ら考え、行動する人が育っています。

・ 環境負荷低減に向けたライフスタイルの転換に自発的・積極的に取り組めるような社会システ

ムへの転換が進んでおり、全ての主体が、連携・協働により県民運動的に環境配慮活動を実践し、

日常的にライフスタイルが転換しています。

１ 環境教育・学習の推進

【目標】・すべての主体が連携・協働して環境教育・学習を促進し、環境問題解決に向けて自ら考

え行動する人を育てます。

【施策】① ＴＥＡＳ（鳥取県版環境管理システム）の普及促進

② 教育機関における実践的環境教育・学習の促進

③ 環境教育・学習の質の向上

④ 関係機関との連携強化

２ 企業・家庭における環境配慮活動の推進

【目標】・ＮＰＯや地域・企業等が一体となり、県民運動として環境配慮活動をすすめ、県全体の

エネルギー使用量の削減を推進することで持続可能な社会を目指します。

【施策】① ＮＰＯとの連携及び人材の育成

② 省エネ診断の普及促進

③ ＴＥＡＳ（鳥取県版環境管理システム）の普及促進（再掲）

④ ＬＥＤ化をはじめとした省エネ対策の推進

⑤ 省エネ・省資源活動の徹底

⑥ 環境に配慮した建築物の推進

⑦ 優良取組の普及促進

３ 社会システムの転換

【目標】・ＮＰＯや地域・企業等が一体となり、公共交通機関・自転車などの利用促進、ＥＶ・Ｐ

ＨＶ（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車）タウン化等を通じてモーダルシフ

ト（交通手段の転換）を推進するとともに、次世代エネルギーである水素エネルギーの

活用を図り、低炭素社会の実現に向けた社会システムの転換を図ります。

【施策】① モーダルシフトの推進

② ＥＶ・ＰＨＶタウンの推進

③ 水素エネルギーの推進

④ 気候変動の影響に対する適応策
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Ⅲ【循環社会】環境負荷低減の取組みが経済活動として成立する社会経済

システムの実現

■目指す将来の姿■
・ 廃棄物のリフューズ（断る）・リデュース（減量）・リユース（再使用）・リサイクル（再生利

用）を通じ、資源として利用するシステム構築と実践者の拡大により４つのＲが定着しています。

・ リサイクル技術の開発や事業化、リサイクル施設の整備等が進み、リサイクル産業が県経済に

大きく寄与しています。

・ 廃棄物のエネルギー活用など、「循環型社会」と「低炭素社会」との調和が図られるとともに、

環境への負荷が低減される廃棄物の処理体制や施設整備が進み、適正な処理が行なわれています。

１ ４Ｒ社会の実現

【目標】・大量生産・大量消費・大量廃棄型の従来の社会のあり方やライフスタイルを見直し、廃

棄物を資源として循環させるリサイクルを推進するとともに、より環境への負荷が少な

いリフューズ・リデュース・リユースの取組による発生抑制を促進し、４つのＲが定着

した循環型社会の形成を目指します。

【施策】① 実効性のあるごみ減量・リサイクルの推進

② 県民との協働による実践活動の拡大

③ 排出事業者の自主的な取組の推進

④ 産業廃棄物のリサイクルの向上と最終処分量低減の促進

２ 廃棄物の適正処理体制の確立

【目標】・市町村等の関係機関と連携して、不適切な廃棄物や不用品の処理の監視を徹底するとと

もに、不法投棄の撲滅や県民への注意喚起により、適正な資源のリサイクル推進を図り

ます。

・災害に備えた廃棄物処理体制の充実に努めます。

【施策】① 産業廃棄物の適正処理の推進

② 不法投棄の撲滅

③ 災害廃棄物等の適正な処理体制の確保

３ リサイクル産業の振興

【目標】・リサイクル技術の開発や事業化、リサイクル施設の整備に対して助成等を行うとともに、

新たなリサイクルビジネスの定着や拡大を図る取組に対して支援するなど、リサイクル

産業の振興への取組を強化します。

【施策】① 本県の特色あるリサイクルビジネスの推進

② リサイクル産業への参入促進と既存企業の成長支援

③ リサイクル製品の利用促進と販売促進

④ 地域の強みを活かした更なるリサイクル産業の育成

４ 低炭素社会との調和

【目標】・食品ロスの削減等による排出抑制と一層のリサイクル推進により焼却処理廃棄物の削減

を図ります。

・紙おむつの資源化やリサイクルが困難な紙くず・廃プラスチック類の固形燃料化を推進

することで化石燃料の消費抑制を図ります。

【施策】① 温室効果ガスの発生抑制

② 廃棄物由来のエネルギー・熱回収の推進
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Ⅳ【自然共生】自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態
系の確保

■目指す将来の姿■
・ 三大湖沼で豊かな生態系が育まれ、親しみ・安らげる水環境と訪れる全ての人が快適と肌で感

じる環境が実現され、この環境を各主体が守り、賢明利用が進み、子ども達へ受継がれています。

・ 希少野生動植物の保護・管理、自然生態系の保全・再生等が県民との協働により実施され、人

と共存しながら多種多様な動植物が生息生育しています。

・ 農業者が環境にやさしい農業に容易に取り組め、消費者がその農産物を容易に入手できるとと

もに、森林や林業の重要性への県民理解が深まり、健全な整備・保全が進むことで森林の持つ多

面的機能が高まっています。

・ 豊かな自然環境を有する自然公園、地域固有の環境資源が保護・管理され、人と自然のふれあ

いの場として多くの方々に親しまれ、利用されるとともに、地域の活性化が図られています。

１ 人と自然とのふれあいの確保

【目標】・豊かな自然環境の保全と地域固有の環境資源を活用した地域づくりを推進し、人と自然

のふれあいの場として確保します。

【施策】① 自然公園の利用促進と地域で進める鳥取の緑づくり

② 環境資源を活用した魅力ある地域づくり

（鳥取砂丘、山陰海岸ジオパーク、三徳山周辺地域、大山 など）

２ 生物多様性・健全な自然生態系の保全

【目標】・生物多様性の回復と適切な動植物の保護・管理を進めます

【施策】① 生物多様性戦略の策定と推進

② 野生生物の保護と管理

③ 里地里山の再生

３ 三大湖沼の浄化と利活用の推進

【目標】・三大湖沼（中海、湖山池、東郷池）の水質改善を進めるなど、保全・再生を図り、その

利活用を推進します。

【施策】① 県内三大湖沼（中海、湖山池、東郷池）の浄化対策の推進

② ラムサール条約登録湿地の保全と活用

４ 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

【目標】・環境に負荷の少ない農業を進めるとともに、森林の整備・保全を図り、農地・森林の持

つ多面的機能を高めます。

【施策】① 有機・特別栽培農産物等の総合的な支援

② 県産材使用の推進

③ 森林所有者等による森林整備の推進

④ 公益的機能の高い森林の公的整備の推進
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Ⅴ【安全・安心】安全で安心してくらせる生活環境の実現

■目指す将来の姿■
・ 安全で安心できる大気・水・土壌環境と快適な生活環境の中で県民生活が営まれ、豊かな地下

水や温泉が持続的に利活用されています。

・ 有害な化学物質等について、適正な管理・使用が行われ、県民の理解が深まり、安全・安心な

県民生活が営まれています。

・ 環境影響評価制度が適切に実施され、大規模な開発事業などにおける環境への影響の回避や低

減が図られています。

・ 北東アジア地域との連携・交流により、広域的・地球規模的環境問題の解決への対応・貢献が

なされています。

１ 大気・水・土壌環境の保全と地下水の適正管理

【目標】・安全で快適に暮らせる水･大気・土壌環境づくりと持続可能な地下水利用を推進します。

【施策】① 大気環境の保全と騒音・振動・悪臭の対策

② 水環境と土壌環境の保全

③ 持続可能な水資源（地下水、水道水源、温泉資源）の利用

２ 環境汚染化学物質の適正管理

【目標】・環境汚染化学物質の実態把握と適正管理・排出抑制により環境リスクを削減し、安全で

安心な環境を確保します。

【施策】① 環境汚染化学物質の適正管理

３ 環境影響評価の推進

【目標】・大規模な開発事業等の実施に当たり適切かつ円滑な環境影響評価を推進し、環境への影

響の回避や低減を図ります。

【施策】① 環境影響評価の推進

４ 北東アジア地域と連携した環境保全の推進

【目標】・北東アジア地域と連携して、環日本海地域における環境問題の課題解決に向けた取り組

みを推進します。

【施策】① 北東アジア地域と連携した環境保全の推進
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Ⅵ【景観・快適さ】美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街なみ
づくりの推進

■目指す将来の姿■
・ 町屋、古民家、鏝絵･なまこ壁などの歴史･文化的な街なみ等、美しい景観の保全･再生･創造･

活用により、個性豊かで魅力あるまちづくりが進み、住民の誇りと愛着のあるまちづくりが実現

しています。まちの魅力が高まり、観光誘客等交流人口の拡大等により地域が活性化しています。

・ 美しい景観を保全･再生･創造･活用し、次の世代に継承していくため、住民参加や多様な主体

との協働・連携により、自立的・継続的な景観まちづくり活動が実践されています。

１ 美しい景観の保全と創造

【目標】・良好な景観の保全と創造に努めます。

【施策】① 住民参加と多様な主体の協働連携による景観まちづくりの推進

② 景観に配慮した制限と誘導

２ 歴史的、文化的街なみの保存と整備

【目標】・後世に残すべき歴史的・文化的な街なみに対する理解を高めて保存・整備し、持続可能

な街づくりを進めます。

【施策】① 歴史的、文化的街なみの保存と整備（リノベーションの取組支援）
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参考２：主な目標指標一覧表

主な目標指標 現状 目標
（平成２６年度末） （平成３０年度末）

Ⅰ-１ 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

県 太陽光発電 発電事業者（10kW以上） ９１,６１７ｋW １５１,０００ｋW

内 業者・住宅（10kW未満） ３９,９３７ｋW ５０,０００ｋW

設 風力発電（大型） ５９,１００ｋW ５９,２００ｋW

備 バイオマス（熱利用・発電） ４９２,０６８ｋW ５４１,５００ｋW

容 水力発電 １１７,４７０ｋW １１８,３００ｋW

量 合 計 ８００,４７０ｋW ９２０,０００ｋW

Ⅰ-２ エネルギー資源多様化促進の検討

電力自給率 ３１％ ３５％

一般住宅等の電気使用量に対する再エネのカバー率 ８３％ ９７％

Ⅰ-４ 新たなエネルギー環境の整備

メタンハイドレート高度技術者の育成 ― １０人

Ⅱ-１ 環境教育・学習の推進

ＴＥＡＳの認定数（総数） １,３００件 １,３５０件

（Ⅰ種・Ⅱ種の企業等） ５１件 ６０件

（Ⅲ種の企業等） ３５９件 ３８５件

（Ⅱ種の高等学校） ２４件 ２５件

（Ⅲ種の小中学校） ３５件 ４０件

（Ⅲ種の家庭（わが家のエコ録 登録者含む）） ８３１件 ８４０件

こどもエコクラブ登録者数 ８,８５０人 １０,０００人

Ⅱ-２ 企業・家庭における環境配慮活動の推進

県内全体のエネルギー使用量 ６,３７１万ＧＪ ６,０３２万ＧＪ

（H26からの削減率） （ ５.３％）

・家庭部門のエネルギー使用量 １,３３２万ＧＪ １,３０３万ＧＪ

（H26からの削減率） （ ２.２％）

・企業部門のエネルギー使用量 ３,３２５万ＧＪ ３,１６８万ＧＪ

（H26からの削減率） （ ４.７％）

・運輸部門のエネルギー使用量 １,７１４万ＧＪ １,５６１万ＧＪ

（H26からの削減率） （ ８.９％）

Ⅱ-３ 社会システムの転換

ＥＶ・ＰＨＶ普及台数 ６３７台 ３,３００台
＊＊

ＥＶ充電器設置基数 １５２基 ５２７基
＊＊

水素ステーション整備基数 ― ３基
＊＊

Ⅲ-１ ４Ｒ社会の実現

一般廃棄物の排出量（総数） ２１０千トン
*

１９３千トン

【参考】一人一日あたりの排出量 （980ｇ/人・日） （945ｇ/人・日）
一般廃棄物のリサイクル率 ２６．１％

*
３１％

一般廃棄物の最終処分量 １８千トン
*

１０千トン

産業廃棄物の排出量 ５８１千トン
*

５８１千トン

産業廃棄物のリサイクル率 ７６.２％
*

７７％

産業廃棄物の最終処分量 ２１千トン
*

２０千トン

Ⅲ-２ 廃棄物の適正処理体制の確立

管理型産業廃棄物最終処分場の建設着手件数 ０件 １件

優良産業廃棄物処理業者認定業者数 ４８件 ６８件

Ⅲ-３ リサイクル産業の振興

リサイクル事業の新規事業化企業数 ＋３４社（H22年度末比） ＋４０社（H26年度末比）

リサイクル産業における雇用の創出 ＋９４人（H22年度末比） ＋２０人（H26年度末比）

グリーン商品の新規認定数 ＋358件（H22年度末比） ＋８０件（H26年度末比）

Ⅲ-４ 低炭素社会との調和

廃棄物由来のエネルギー・熱回収取組み事業者数 ５件 １０件

＊ : 平成25年度末の数値

＊＊ ：平成32年度末の数値
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主な目標指標 現状 目標
（平成２６年度末） （平成３０年度末）

Ⅳ-１ 人と自然とのふれあいの確保

自然保護ボランティア登録者数 １４６人 １８０人

県立拠点施設における自然体験プログラム利用者数 ８,７２５人 １７,０００人
＊＊

里山整備活動・森林体験企画数 ２０件 ３３件
＊＊

Ⅳ-２ 生物多様性・健全な自然生態系の保全

若手狩猟免許保有者数 １５５人 ３００人
＊＊

Ⅳ-３ 三大湖沼の浄化と利活用の推進

中海の水質（ＣＯＤ） ５.０mg/L ５.０mg/L

湖山池の水質（ＣＯＤ） ７.０mg/L ５.５mg/L

東郷池の水質（ＣＯＤ） ６.０mg/L ４.５mg/L（H27末）
＊

Ⅳ-４ 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

有機農産物・特別栽培農産物の認定面積 １,３５８ヘクタール １,５００ヘクタール
＊＊

とっとり共生の森参画企業数 １７社 ２３社
＊＊

間伐面積（年間） ３,０５０ヘクタール ４,２００ヘクタール

Ⅴ-１ 大気・水・土壌環境の保全と地下水の適正管理

生活排水処理人口普及率 ９１.４％ ９３.２％

河川・海域の水質の環境基準達成率 ９３.３％ １００％

（河川：ＢＯＤ、海域：ＣＯＤ）

ベンゼン等の有害大気汚染物質の環境基準達成率 １００％ １００％

Ⅴ-２ 環境汚染化学物質の適正管理

大気中のダイオキシン類濃度 ０.０１４pg-TEQ/Nm3 ０.０１２pg-TEQ/Nm3

Ⅵ-１ 美しい景観の保全と創造

景観まちづくり活動に取り組む団体数 ７０団体 ７４団体

景観行政団体（市町村）数 ５団体 ６団体

Ⅵ-２ 歴史的、文化的街なみの保存と整備

地域資源を活用したまちづくり実施地区数 ７１地区 ７３地区

＊ ：東郷池の水質に係る目標値は次期水質管理計画で設定する予定（H28年度）

＊＊：「鳥取県元気づくり総合戦略」の目標年度（H31年度）の数値を掲載

○温室効果ガス削減目標一覧

※2018年度、2030年度の部門別排出量は別途設定する。
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資料３ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（２） 諮問案件 

②次期鳥取県地球温暖化対策計画について 

（環境立県推進課） 
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「鳥取県地球温暖化対策計画」の策定について 

 

平成３０年１１月６日  

環 境 立 県 推 進 課  

 

１ 現計画 

  名  称：鳥取県地球温暖化対策計画 

  計画期間：平成２７～３０年（４年間／平成２８年３月策定） 

  内  容：本県の自然的社会的条件を踏まえた温室効果ガスの排出の抑制等のため計画 

 

２ 計画の位置づけ 

  鳥取県地球温暖化対策計画は、地球温暖化対策推進法（以下「推進法」という。）第２０条の３に基づき

規定されている地方公共団体実行計画及び鳥取県地球温暖化防止条例（以下「条例」という。）第５条に規

定されている対策計画として位置付け、次期鳥取県環境基本計画の実行計画とする。 
  なお、地方公共団体実行計画（事務事業編）については、「環境にやさしい県庁率先行動計画」として別

に定めている。 

 

３ 計画で定める事項 

  推進法及び条例で規定されている以下の項目について掲載。 

区  分 事   項 
推進法項目 ・計画期間 

・地方公共団体実行計画の目標 
・実施しようとする措置の内容 
・新エネルギー利用促進 
・地域の事業者、住民による省エネその他排出抑制の促進 
・公共交通機関、緑地その他の地域環境の整備及び改善 
・廃棄物等の発生の抑制の促進 
・循環型社会の形成 

条例項目 ・県内温室効果ガス総排出量及び吸収量目標 
・目標達成のための実施施策 

 

４ スケジュール（案） 

時   期 内   容 

平成３０年１１月 ・環境審議会（諮問） 

１２月～１月 ・企画政策部会（次期計画骨子案の検討） 

平成３１年 ６月 ・企画政策部会（次期計画パブコメ案の検討） 

７月 ・意見募集（パブリックコメント） 

      ８月 
・企画政策部会（答申） 

・環境審議会（答申） 

環境審議会答申後 ・次期計画策定・公表 
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基準値 － 計画１年目 計画２年目 計画３年目
2013年度
（H25年度）

基準年

2014年度
（H26年度）

2015年度
（H27年度）

2016年度
（H28年度）

2017年度
（H29年度）

2018年度
（H30年度）

2030年度
（H42年度）

4,542 4,386 4,336 4,473 4,592 4,276 3,700
848 806 620 620 620 620 620

▲ 122 ▲ 130 ▲ 184 ▲ 239 ▲ 239 ▲ 210 ▲ 306
▲ 572 ▲ 585 ▲ 599 ▲ 619 ▲ 631 ▲ 678 ▲ 746
4,696 4,477 4,173 4,235 4,342 4,008 3,268

- ▲ 4.7% ▲ 11.1% ▲ 9.8% ▲ 7.5% ▲ 14.7% ▲ 30.4%
暫定値 暫定値 暫定値

※赤字は暫定値

・鳥取県地球温暖化対策計画では、平成30年度（2018年度）までに温室効果ガスの総
排出量を平成25年度（2013年度）比14.7％減の4,008ｔとすることを目標としています。

・計画に基づく取組により再生可能エネルギー導入量や森林による吸収量は着実に
増加しています。

・一方で、県民エコ運動の取組により環境について考え実践するきっかけづくりは行っ
ているものの、近年の夏の猛暑や冬の大寒波の影響により、エネルギー消費量が増
加しているため、温室効果ガス総排出量はやや増加しています。

鳥取県温室効果ガス排出量について

備　　　考

区分

目標値

エネルギー起源温室効果ガス
非エネルギー起源温室効果ガス
再生可能エネルギー導入
森林による吸収量

合　計
2013年度比

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

2013
基準年

2014 2015
暫定値

2016
暫定値

2017
暫定値

2018
目標値

温室効果ガス排出量の推移

温室効果ガス排出量 うちエネルギー起源温室効果ガス
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温暖化対策条例（対策計画関係） 根拠法令（抜粋） 
 

平成３０年１１月 
環 境 立 県 推 進 課 

 
１ 根拠法令名称 

 

・鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例（平成８年鳥取県条例第１９号） 
・鳥取県地球温暖化対策条例（平成２１年鳥取県条例第３６号） 
・鳥取県地球温暖化対策条例施行規則（平成２１年鳥取県条例第７９号） 
・地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年十月九日法律第百十七号） 
・地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則（平成十一年四月七日総理府令第三十一号） 
 

２ 鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例（抜粋） 

 

(環境基本計画の策定) 

第９条 知事は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基

本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 環境の保全及び創造に関する目標 

(２) 環境の保全及び創造に関する施策の方向 

(３) 前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

（以下略） 

 

３ 鳥取県地球温暖化対策条例及び同条例施行規則（抜粋） 

鳥取県地球温暖化対策条例 

（平成 21 年鳥取県条例第 36 号） 

鳥取県地球温暖化対策条例施行規則 

（平成21年鳥取県規則第79号） 

（対策計画の策定等） 

第５条 知事は、本県の自然的社会的条件

に応じた法第19条第２項に規定する施策

並びに県の事務及び事業に関する法第21

条第１項に規定する措置に関する計画

（以下「対策計画」という。）を策定する

ものとする。 

２ 対策計画は、次に掲げる事項並びに法

第21条第２項各号及び第３項各号に掲げ

る事項について定めるものとする。 

(１) 県内における温室効果ガス総排出

量及び温室効果ガスの吸収量に関する

目標 

(２) 前号の目標を達成するために実施

する施策に関する事項 

(３) その他本県における地球温暖化対

策の推進に必要な事項 

３ 知事は、地球温暖化の防止に係る技術

水準の向上及び社会経済情勢の変化を踏

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「法」は「地球温暖化対策の推進に関する

法律」のこと 
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まえて必要があると認めるときは、対策

計画を変更するものとする。 

４ 知事は、対策計画の策定及び規則で定

める変更に当たっては、法第21条第４項

及び第６項から第９項までに定めるとこ

ろによるほか、あらかじめ鳥取県環境審

議会の意見を聴くものとする。 

５ 知事は、毎年１回、対策計画に基づく

措置及び施策の実施の状況（温室効果ガ

ス総排出量を含む。）を公表するものとす

る。 

 

 

（対策計画の変更） 

第３条 条例第５条第４項の規則で定める

変更は、同条第２項第１号に掲げる県内

における温室効果ガス総排出量及び温室

効果ガスの吸収量に関する目標に係るも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地球温暖化対策の推進に関する法律及び同法律施行規則（抜粋） 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年

十月九日法律第百十七号） 

地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則

（平成十一年四月七日総理府令第三十一号） 

（国及び地方公共団体の施策） 

第十九条 国は、温室効果ガスの排出の抑制等

のための技術に関する知見及びこの法律の

規定により報告された温室効果ガスの排出

量に関する情報その他の情報を活用し、地方

公共団体と連携を図りつつ、温室効果ガスの

排出の抑制等のために必要な施策を総合的

かつ効果的に推進するように努めるものと

する。 

２ 都道府県及び市町村は、単独で又は共同し

て、地球温暖化対策計画を勘案し、その区域

の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガス

の排出の抑制等のための総合的かつ計画的

な施策を策定し、及び実施するように努める

ものとする。 

 

（地方公共団体実行計画等） 

第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又

は共同して、地球温暖化対策計画に即して、

当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関

し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸

収作用の保全及び強化のための措置に関する

計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）

を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 

三 実施しようとする措置の内容 

（住民その他利害関係者の意見を反映させる

ために必要な措置） 

第二条 都道府県並びに地方自治法（昭和二十

二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九

第一項の指定都市及び同法第二百五十二条

の二十二第一項の中核市（以下「指定都市等」

という。）は、法第二十一条第一項の規定に

より同項に規定する地方公共団体実行計画

（以下単に「地方公共団体実行計画」とい

う。）を策定しようとするときは、あらかじ

め、住民その他利害関係者の意見を反映させ

るため、次に掲げる措置を講ずるものとす

る。 

一 地方公共団体実行計画の案及び当該案

に対する意見の提出方法、提出期限、提出

先その他意見の提出に必要な事項を、イン

ターネットの利用、印刷物の配布その他の

適切な方法により一般に周知するものと

すること。 

二 関係行政機関、法第三十七条第一項に規

定する地球温暖化防止活動推進員、法第三

十八条第一項に規定する地域地球温暖化

防止活動推進センター（以下「地域センタ

ー」という。）、事業者、住民その他の当該

地域における地球温暖化対策の推進を図

るために関係を有する者の意見を聴くこ

と。 

２ 前項の規定は、地方公共団体実行計画の変

更について準用する。 

 

（関係地方公共団体の意見の聴取） 
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四 その他地方公共団体実行計画の実施に

関し必要な事項 

３ 都道府県並びに地方自治法（昭和二十二年

法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一

項の指定都市及び同法第二百五十二条の二

十二第一項の中核市（以下「指定都市等」と

いう。）は、地方公共団体実行計画において、

前項に掲げる事項のほか、その区域の自然的

社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の

抑制等を行うための施策に関する事項とし

て次に掲げるものを定めるものとする。 

一 太陽光、風力その他の再生可能エネルギ

ーであって、その区域の自然的条件に適し

たものの利用の促進に関する事項 

二 その利用に伴って排出される温室効果

ガスの量がより少ない製品及び役務の利

用その他のその区域の事業者又は住民が

温室効果ガスの排出の抑制等に関して行

う活動の促進に関する事項 

三 都市機能の集約の促進、公共交通機関の

利用者の利便の増進、都市における緑地の

保全及び緑化の推進その他の温室効果ガ

スの排出の抑制等に資する地域環境の整

備及び改善に関する事項 

四 その区域内における廃棄物等（循環型社

会形成推進基本法（平成十二年法律第百十

号）第二条第二項に規定する廃棄物等をい

う。）の発生の抑制の促進その他の循環型

社会（同条第一項に規定する循環型社会を

いう。）の形成に関する事項 

４ 都道府県及び指定都市等は、地球温暖化対

策の推進を図るため、都市計画、農業振興地

域整備計画その他の温室効果ガスの排出の

抑制等に関係のある施策について、当該施策

の目的の達成との調和を図りつつ地方公共

団体実行計画と連携して温室効果ガスの排

出の抑制等が行われるよう配意するものと

する。 

５ 指定都市等は、その地方公共団体実行計画

の策定に当たっては、都道府県の地方公共団

体実行計画及び他の指定都市等の地方公共

団体実行計画との整合性の確保を図るよう

努めなければならない。 

６ 都道府県及び指定都市等は、地方公共団体

実行計画を策定しようとするときは、あらか

第三条 都道府県及び指定都市等は、法第二十

一条第一項の規定により地方公共団体実行

計画を策定しようとするときは、あらかじ

め、関係地方公共団体の意見を聴くため、当

該地方公共団体実行計画の案を関係地方公

共団体に送付するものとする。 

２ 前項の規定は、地方公共団体実行計画の変

更について準用する。 

 

（都道府県及び市町村の公表） 

第四条 都道府県及び市町村は、法第二十一条

第十項の規定により地方公共団体実行計画

に基づく措置及び施策の実施の状況（温室効

果ガス総排出量を含む。）を公表するに当た

っては、その要旨及び内容をインターネット

の利用、印刷物の配布その他の適切な方法に

より行うものとする。 

 

（関係行政機関の長又は関係地方公共団体の

長に対する協力の要請等） 

第五条 都道府県及び指定都市等は、法第二十

一条第十一項の規定により関係行政機関の

長及び関係地方公共団体の長に対し、協力を

求め、又は意見を述べようとするときは、次

に掲げる事項を記載した書面に、地方公共団

体実行計画を添えて、送付することにより行

わなければならない。 

一 協力を求める内容又は意見の内容 

二 協力を求める理由又は意見を述べる理

由 

三 その他参考となるべき事項  
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じめ、住民その他利害関係者の意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずるものとする。 

７ 都道府県及び指定都市等は、地方公共団体

実行計画を策定しようとするときは、あらか

じめ、関係地方公共団体の意見を聴かなけれ

ばならない。 

８ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行

計画を策定したときは、遅滞なく、単独で又

は共同して、これを公表しなければならな

い。 

９ 第五項から前項までの規定は、地方公共団

体実行計画の変更について準用する。 

１０ 都道府県及び市町村は、単独で又は共同

して、毎年一回、地方公共団体実行計画に基

づく措置及び施策の実施の状況（温室効果ガ

ス総排出量を含む。）を公表しなければなら

ない。 

１１ 都道府県及び指定都市等は、地方公共団

体実行計画を達成するため必要があると認

めるときは、関係行政機関の長又は関係地方

公共団体の長に対し、必要な資料の送付その

他の協力を求め、又は温室効果ガスの排出の

抑制等に関し意見を述べることができる。 

１２ 前各項に定めるもののほか、地方公共団

体実行計画について必要な事項は、環境省令

で定める。 
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資料４ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（２） 諮問案件 

③次期鳥取県廃棄物処理計画について 

（循環型社会推進課） 
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次期鳥取県廃棄物処理計画の策定について 

 

１ 現計画について 

 ○計画期間：平成２７年度～平成３０年度（策定時期：平成２８年３月） 
 ○策定経過：平成２６年１０月 環境審議会に諮問 

以降、部会（関係者との意見交換を含めて計５回開催）で審議 
       平成２８年 ３月 環境審議会から答申 

２ 計画の位置づけ 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）第５条の５に基づき策定する法定計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜体系図＞ 

国

環境基本法

循環型社会形成推進基本法

廃棄物処理法資源有効利用促進法

基本方針

環境基本条例（H8.10）

・自然と人間との共生
・環境への負荷の少ない持続可能な社
会の構築

環境基本計画
(H11.3制定、17.2改定)

とっとり環境イニシアティブプラン
(鳥取県地球温暖化対策計画)

鳥取県廃棄物処理計画

鳥取県

一般廃棄物処理計画協調

循環型社会構築の

基本原則

資源の循環利用の促進

市町村

廃棄物の適正処理

循環型社会形成
推進基本計画

第2次環境基本計画

(H24.3)

鳥取県地球

温暖化対策条例

整合

リサイクル関連法令
・容器包装リサイクル法
・家電リサイクル法
・建設リサイクル法
・食品リサイクル法
・グリーン購入法
・家畜排泄物管理適正化
利用促進法
・自動車リサイクル法

・小型家電リサイクル法

 

【廃棄物処理法】 

（都道府県廃棄物処理計画） 
第５条の５ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県の区域内における廃棄物の減量その他その適正な処理に

関する計画（以下「廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない。 
２ 廃棄物処理計画には、環境省令で定める基準に従い、当該都道府県の区域内における廃棄物の減量その他その適

正な処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 廃棄物の発生量及び処理量の見込み 
二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する基本的事項 
三 一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制に関する事項 
四 産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項 
五 非常災害時における前三号に掲げる事項に関する施策を実施するために必要な事項 

３ 都道府県は、廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、環境基本法（平成５年

法律第９１号）第４３条の規定により置かれる審議会その他の合議制の機関及び関係市町村の意見を聴かなければ

ならない。 
４ 都道府県は、廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければ

ならない。 
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３ 次期計画の策定スケジュール（案） 
時 期 審議会・部会 

平成30年 11月 ・環境審議会（諮問） 

11月～ ・廃棄物リサイクル部会（次期計画骨子案の検討） 

平成31年 5月 ・廃棄物リサイクル部会（次期計画パブコメ案の検討） 

6月 ・意見募集（パブリックコメント） 

8月 ・廃棄物リサイクル部会（答申） 

・環境審議会（答申） 

環境審議会答申後 ・次期計画策定・公表 
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本県における廃棄物の現状と課題 

 
１ 現状と目標達成見込み 

（１）一般廃棄物の排出量、リサイクル率、最終処分量 

  ⇒ リサイクル率は順調に向上し、目標値を達成できる見込み。 

排出量と最終処分量はほぼ横ばい状態で、いずれも目標値を開きがあり、一層の取組が必要。 

 

 
（２）産業廃棄物の排出量、リサイクル率、最終処分量 

  ⇒ 高水準のリサイクル率維持や排出量削減の進展により、いずれも目標値を達成できる見込み。 
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２ 取組状況と課題 

（１）４Ｒ社会の実現 

ア 一般廃棄物（ごみ） 

＜主な取組＞ 

○ 実効性のあるごみ減量・リサイクルの推進 
  ・【食品ロス】 平成２７年度に「家庭系生ごみの組成調査」と「４Ｒ実践活動によるごみ減量効果等の推計

調査」を実施し、食品ロスの実態把握と４Ｒ実践効果を見える化した啓発用リーフレットを作成。また、

外食（特に宴会）での食べ残しを減らす「おいしい！とっとり30・10食べきり運動」（Ｈ２８～）やスー

パーマーケット店頭での「食品ロス削減推進キャンペーン」（Ｈ３０～）など、様々な場面で食品ロス削減

の取組を促す啓発を実施。 

  ・【リユース食器】 イベント等で多量に発生する使い捨て容器からリユース食器への転換を進めるため、県

の「エコイベントマニュアル」を改訂するとともに（平成２８年１０月）、県主催のイベントでも利用。ま

た、補助金支援等により、地域のイベントや学園祭、スポーツ大会等での利用が拡大。 

  ・【小型家電】 平成２５年の小型家電リサイクル法施行以降、小型家電回収に取り組む市町村は拡大（環境

省の実証事業、県の４Ｒ推進交付金により取組支援）。東京2020オリンピック・パラリンピックとタイア

ップした「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」には県及び全１９市町村が参加し、普及

啓発を促進。（H29.4月～H30.2月末までの1人あたり回収量：230.524ｇ：全国１位） 

  ・【焼却灰】 平成２８年１月から西部６町で、同年４月から米子市で焼却灰のリサイクル（セメント原料化

等）が開始。（４Ｒ推進交付金により支援） 

○ 県民との協働による実践活動の拡大 
  ・県域レベルの団体（県連合婦人会、商工会女性部連合会等）が取り組む、ミックスペーパーの分別や食品

ロス削減運動（食べきり・使い切りのレシピ開発等）、生ごみの水切り・段ボール堆肥化等の実践活動を支

援。 

  ・平成２８年１２月に「とっとり環境推進県民会議」を設立し、経済団体や住民、学校、行政等が連携して、

循環型社会の構築等に向けた取組を県民運動的に推進。 

  ・中部及び西部のノーレジ袋推進協議会でレジ袋削減に向けた協議や啓発活動を実施。平成２９年４月から

西部地域で、平成３０年４月から中部地域で、一部スーパー等でのレジ袋無料配布中止の取組が開始。（東

部地域は平成２４年１０月から実施中） 

○ 環境教育・環境学習等の推進 
  ・家庭や学校における鳥取県版環境管理システム「ＴＥＡＳ（テス）」の取得を推進し、登録数が拡大。（Ｈ

２９末登録数：１，３１９件） 

  ・平成２９年度から、一人ひとりが環境について考え、行動につなげるためのきっかけづくりとして「みん

なのエコ宣言プロジェクト」を開始。（宣言数：約５，０００件） 

  ・平成２９年度から、県連合婦人会に委託して幼児を対象とした啓発活動（寸劇、紙芝居、歌など）を実施。

（Ｈ２９実施数：３１か所） 

 
＜課題＞ 

 小型家電や焼却灰などリサイクルの取組は進展してきた一方、ごみ排出量の削減は進んでいないことから、

引き続き排出量のうちウェートの大きい生ごみ（特に食品ロス）の発生抑制を中心とした実効性のある取

組が必要。 
 国際的に海洋プラスチックごみが問題となっており、プラスチック製の使い捨て容器やレジ袋等のポイ捨

てや不法投棄もその一因と考えられることから、引き続きリユース食器やマイバッグの利用促進、ごみの

ポイ捨てを抑制するための意識啓発が必要。 
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イ 産業廃棄物 

＜主な取組＞ 

○ 排出事業者の自主的な取組の推進 
・年間１，０００トン以上の産業廃棄物（特別管理産業廃棄物は５０トン以上）を排出する多量排出事業者

を個別訪問し、処理計画の策定段階から発生抑制、リサイクル対策に関する指導・助言を実施。（Ｈ２７

～２９訪問数：２９社） 

・毎年排出事業者を対象とした研修会を開催し、適正処理、減量、リサイクルの取組を推進。 

・排出量に占める割合が多い建設業を対象に、鳥取県建設技術センターと連携し、公共事業の環境配慮につ

いての研修を毎年実施。 

○ 産業廃棄物のリサイクルの向上と最終処分量低減の促進 
・建設リサイクル法と廃棄物処理法の担当部局が連携し、年２回、解体工事等の県内一斉パトロールを実施

し、分別解体や再資源化等の実施状況を確認。（Ｈ２９立入現場数：２３９件） 

・平成１５年４月に創設した産業廃棄物処分場税について、平成３０年度から５年間延長を行い、排出削減

に対する経済的な動機付けを行い、最終処分量の抑制を推進。 

 
＜課題＞ 

 ・リサイクル率は高水準で推移しているが、分別意識が低かったり、どのように処理・リサイクルされている

か把握していない排出事業者も一部あることから、継続的な啓発や指導が必要。 
 
（２）リサイクル産業の振興 

＜主な取組＞ 

○ リサイクル産業への参入促進と既存企業の成長支援 
・リサイクル技術や製品の実用化を目指した研究開発、販路等の出口対策を行う県内企業を支援。（事業例：

焼却灰を利用した鉄道枕木の製品実用化、竹粉を原料とした培養土の開発） 

・県衛生環境研究所が、スマートフォン等の廃小型家電等から有用金属を分離・濃縮する方法の開発、太陽

電池パネルに含まれる有害金属の分析手法の確立、下水汚泥焼却灰からリンを安価で能率的な回収方法の

確立など、県内事業者への技術供与等による事業化に向けて取り組んでいる。 

○ リサイクル製品の利用促進と販売促進 
・ロシアでのリサイクル事業の展開に向けて、鳥取県ウラジオストクビジネスセンターを通じて現地地方政

府との仲介等を支援。（事業例：ゴミ分別・リサイクルシステム、紙おむつ処理システム） 

・県内で発生した循環資源を原料として県内で製造・加工されたリサイクル製品を県認定グリーン商品とし

て認定するとともに、県グリーン購入基本方針に基づき、優先調達を推進。（Ｈ２７～２９新規認定数：

２３件） 

○ 地域の強みを活かした更なるリサイクル産業の育成に向けて 

・平成２３年１月にリサイクルポートに指定された境港において、酒田港・能代港・姫川港と連携し、リサ

イクル企業の物流マッチングを把握等するため、４港合同勉強会を開催。 
・平成２７年２月から継続的に、境港から酒田港へ木皮（産業廃棄物）処理（堆肥化）のための移出を実施。 

 
＜課題＞ 

 企業、大学、試験研究機関等の関係者が連携して、研究開発から製造、販路確保まで確実に事業化へ導くた

め、専門のコーディネーターによる支援が必要。 
 製品実用化を進める上で販路の確保が重要であり、計画段階から出口対策を強化し、より戦略性の高い製品

を生み出すための支援が必要。 
 多くが県外で処理（資源化）されている焼却灰等について、県内で環境安全性を確保したリサイクル技術を

構築することが必要。（→県内のリサイクル産業の創出と廃棄物処理コストの削減につながる） 
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（３）低炭素社会との調和 

＜主な取組＞ 

○ 温室効果ガスの発生抑制 
・廃棄物処理に伴う温室効果ガスの発生を抑制するため、可燃ごみのうちウェートの大きい食品ロス削減の

取組を推進。（「30・10食べきり運動」（Ｈ28～）、「食品ロス削減推進キャンペーン」（Ｈ30～）） 

○ 廃棄物由来のエネルギー・熱回収の推進 
・平成２８年度に民間事業者の廃棄物処理施設が熱回収施設として認定されたほか、伯耆町の使用済み紙お

むつ燃料化事業でも平成２８年度から新たに南部町の事業系紙おむつも受け入れ、廃棄物由来のエネルギ

ー利用が拡大。 

 
＜課題＞ 

 気候変動問題への対策として、温室効果ガスの排出削減につながる取組の推進が求められており、廃棄物

分野においても、処理施設の省エネルギー化や廃棄物エネルギー利活用の一層の推進が必要。 
 
（４）廃棄物の適正処理体制の確立 

＜主な取組＞ 

○ 廃棄物の適正処理の推進 
・国の優良産廃処理業者認定制度について、処理業者への普及啓発を行うとともに、認定業者をホームペー

ジや多量排出事業者への個別訪問等で情報提供。（Ｈ２９末の認定業者：７０社） 

・廃棄物処理施設等に対して定期的に立入検査を実施。また、平成２６年度から実施している処理業者を対

象とした実務者研修会で法令遵守事項の啓発を実施。 

・高濃度ＰＣＢ廃棄物（高圧トランス・コンデンサ）の平成２９年度末までの期限内処理に向けた掘起しの

ため、保管事業者等への指導を実施。 

・平成２９年１０月の水銀使用製品産業廃棄物（蛍光ランプ、水銀体温計等）の処理方法変更について、処

理業者・排出事業者向け研修会等で適正処理を周知。 

○ 不法投棄の撲滅 
・平成２７年度から、民間警備会社に委託して夜間の不法投棄防止パトロールを実施し、監視体制を強化。 

・平成２８年度に小型の高性能監視カメラを８台増設し、原因者究明等を実施。 

・平成２８年４月の「使用済物品等の放置防止に関する条例」の施行に伴い、「使用済物品放置対策指導員」

を各生活環境局に配置し、市町村と連携して保安基準の適合指導等を実施。 

○ 災害廃棄物等の適正な処理体制の確保 
・平成３０年４月に「鳥取県災害廃棄物処理計画」を策定。 

・平成３０年３月に策定された「大規模災害発生時における中国ブロック災害廃棄物行動計画」に基づき、

平成３０年７月豪雨災害の際に連絡員を派遣するなど、広域連携を図った。 

 
＜課題＞ 

 産業廃棄物処理業者への立入検査等において、保管基準違反やマニフェスト記載漏れなどの法令違反事項が

依然として散見され、引き続き適正処理の確保についてきめ細かな指導等が必要。 
 ＰＣＢ廃棄物の早期処理に向けて、引き続き保管事業者に対して期限内処理の指導が必要。 

 平成３２年４月から、特定の産業廃棄物を多量に排出する事業者に電子マニフェストの使用が義務付けられ

ることから、対象となる事業者への周知徹底が必要。 
 被災地の復旧・復興に当たっては、災害廃棄物の迅速な処理が必要であるため、仮置場候補地の選定や手順

など、あらかじめ検討が必要。また、市町村の災害廃棄物処理計画の早期策定されるよう、引き続き支援が

必要。 
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鳥取県廃棄物処理計画（素案） 概要版 
 

１ 計画策定の趣旨等 

○ この計画は、廃棄物処理法に基づき、本県の資源循環や廃棄物の処理の現状と課題を踏まえ環境への

負荷をできる限り低減する循環型社会の構築に向け、今後の本県における廃棄物処理等に関する基本

的な事項について定めるものです。 

○ 対象とする廃棄物は、廃棄物処理法に定める「一般廃棄物」及び「産業廃棄物」です。 

○ 目標年度は平成３０年度とします。 

 

 

 

 

 

２ 廃棄物の現状と将来目標 

（１）一般廃棄物（ごみ） 

  市町村の分別収集の取組拡大や県民のリサイ

クル意識の向上のほか、新たに事業系の古紙や

食品残さの処理状況を反映したことにより、リ

サイクル率は向上しましたが、事業系一般廃棄

物の排出量も増加しました。 

  今後は、排出量の多い生ごみや古紙類を中心

に、食べ残し等の食品ロス削減や生ごみの水切

り、雑紙（ミックスペーパー）の分別・資源化等

によるごみ発生抑制の取組を拡大するとともに、

市町村における焼却灰や小型家電のリサイクル

の拡大を図ります。 

  これらの取組により、排出量を193千トンに削

減するとともに、リサイクル率は全国トップレベ

ルの31％を目指し、最終処分量の削減を図りま

す。 

（２）産業廃棄物（第１次産業を除く） 

  排出量は近年横ばいで推移していますが、リサ

イクル率は燃え殻やガラスくず等の再生利用が

進んだことにより向上しました。 

  今後は、多量排出事業者等へのきめ細かな減量

リサイクルの指導強化やリサイクル産業への支

援の拡大を図ります。 

  これらの取組により、今後、増加が見込まれる

排出量を現状レベルに抑制するとともに、リサイ

クル率を向上させることにより、最終処分量の削

減を図ります。 

鳥取県が進める「４つのＲ」 

①リフューズ（不要なものは断る）、②リデュース

（ごみを減らす）、③リユース（繰り返し使う）、

④リサイクル（資源として再利用する） 

鳥取県廃棄物処理計画 概要版 
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３ 目標達成のための施策の方向と主な施策 

本県では、国が進めるリデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）の「３

Ｒ」に廃棄物の元を断つ意味であるリフューズを加えた「４Ｒ」を循環型社会形成の取組の柱として取

組を進めてきました。この計画では「ごみゼロ社会を目指した４Ｒ実践の地域づくり」を基本理念と

して、県民、ＮＰＯ、事業者、行政が一体となって、次の４つの観点から、より一層の循環型社会づく

りの取組を進めます。 

 

（１）４Ｒ社会の実現 

 

 

 

 

① 実効性のあるごみ減量・リサイクルの推進 

 ごみの発生抑制につながる３Ｒの取組強化 （県民大会による食品ロス削減等の意識醸成） 

 リサイクルの高度化と最終処分量の削減 （小型家電や焼却灰のリサイクル拡大）  

② 県民との協働による実践活動の拡大 

 実践活動団体等との協働 （３キリ（水キリ・食べキリ・使いキリ）による生ごみの削減や

雑紙の分別徹底、エコクッキングの普及啓発、とっとり食べきり協力店との連携による食べ

残し削減の啓発） 

 地域での資源ごみ回収の推進 （古紙の分別・資源化の意識高揚） 

③ 環境教育・環境学習等の推進 

 幼児期からの環境意識の醸成 （環境学習「ちびっ子エコスタート」、こどもエコクラブ） 

 ＮＰＯ法人等と連携した環境学習の推進 （とっとり環境教育・学習アドバイザーの派遣） 

④ 排出事業者の自主的な取組の推進 

 多量排出事業者に対する指導の徹底 （戸別訪問による廃棄物処理計画への指導・助言等） 

 適正管理等に関する普及啓発 （排出事業者向け研修会の開催） 

⑤ 産業廃棄物のリサイクルの向上と最終処分量低減の促進 

 建設廃棄物のリサイクルの徹底 （建設リサイクル法に基づく監視指導） 

 産業廃棄物処分場税による最終処分量の削減 （排出削減に対する経済的な動機付け） 

 

（２）リサイクル産業の振興 

 

 

 

 

① 本県の特色あるリサイクルビジネスの推進 

 本県の特色ある技術・製品の地域の枠を越えた事業拡大への取組支援 

② リサイクル産業への参入促進と既存企業の成長支援 

 リサイクル新技術・製品開発、施設整備への支援 （研究開発やインフラ整備への支援） 

 リサイクルビジネスの事業化促進 （専門コーディネーターによる総合的な支援） 

 公設試験研究機関による先進的なリサイクル技術等の確立 （レアメタルの分離回収等） 

③ リサイクル製品の利用促進と販売促進 

 鳥取発のリサイクル技術等の事業拡大の推進 （県外・海外への事業展開支援） 

 リサイクル製品の販売促進 （県外展示会への出展等による県外への販路開拓支援） 

廃棄物を資源として循環させるリサイクルを推進するとともに、より優先順位の高いリフュー

ズ、リデュース、リユースの取組による発生抑制を促進し、４つのＲが定着した循環型社会の形

成を目指します。 

リサイクル技術や製品の開発から販路開拓、リサイクル施設の整備等の幅広い支援を行うとと

もに、鳥取発のリサイクル技術や製品の県外、海外への事業展開を推進し、県内リサイクル産業

の活性化を図ります。 
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（３）低炭素社会との調和 

 

 

 

 

① 温室効果ガスの発生抑制 

 廃棄物の排出抑制による温室効果ガスの発生抑制 （食品ロス削減等による発生抑制） 

 市町村焼却施設の二酸化炭素の排出抑制 （国の交付金を活用した環境配慮型施設への転換

推進） 

② 廃棄物由来のエネルギー・熱回収の推進 

 市町村焼却施設のエネルギー・熱回収の推進 （国の交付金を活用したエネルギー回収型施

設の整備推進） 

 民間焼却施設のエネルギー・熱回収の推進 （熱回収施設の認定制度の周知） 

 廃棄物系バイオマスの利用促進 （新エネルギー設備導入への支援） 

 廃棄物の資源化、固形燃料（ＲＰＦ）化の推進 （紙おむつのボイラー燃料化等） 

 

（４）廃棄物の適正処理体制の確立 

 

 

 

 

 

① 廃棄物の適正処理の推進 

 優良な処理業者の育成 （優良産業廃棄物処理業者認定制度の普及） 

 マニフェスト制度による適正処理の推進 （電子マニフェストの普及） 

 特別管理産業廃棄物の適正処理の推進 （ＰＣＢ廃棄物の掘起し、早期処分の推進） 

② 不法投棄の撲滅 

 不適切な不用品回収業者に対する監視指導と県民への注意喚起 

 関係機関との連携強化による不法投棄防止対策 （連絡協議会、合同パトロール等の実施） 

 多様な主体による監視体制の強化 （民間団体との通報協定締結、高感度監視カメラの設置） 

③ 災害廃棄物等の適正な処理体制の確保 

 災害廃棄物の処理体制の確保 （災害廃棄物処理計画の策定、関係団体との協定締結による

支援体制の構築、広域的な連携強化） 

 

４ 計画の推進 

○ 本計画の進行管理はＰＤＣＡサイクルにより行い、目標達成状況の定期的な検証と各種施策の継

続的な改善を図ることとします。 

○ なお、今後の社会経済情勢の変化や廃棄物処理に関する法制度の改正等の内容によっては、計画

期間内であっても必要な見直しを行うものとします。 

焼却施設の二酸化炭素排出抑制やエネルギー・熱回収による環境に配慮した施設への転換を図

ります。また、廃棄物の分別徹底を進め、資源化の推進とともに、固形燃料としての利用促進に

より、化石燃料の消費抑制を図り、「循環型社会」と「低炭素社会」との調和を目指します。 

市町村等の関係機関と連携して、不適切な廃棄物や不用品の処理の監視を徹底するとともに、

県民への注意喚起により、適正な資源のリサイクル推進を図ります。また、優良な処理業者等の

育成や廃棄物処理施設等に対する監視指導を徹底するとともに、不法投棄の撲滅や災害に備えた

廃棄物処理体制の充実に努めます。 
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鳥取県廃棄物処理計画イメージ 
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資料５ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（２） 諮問案件 

④次期中海に係る湖沼水質保全計画について 

（水環境保全課） 
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次期中海に係る湖沼水質保全計画の策定について 

 

くらしの安心局水環境保全課 
１ 諮問の趣旨 

  中海は、湖沼水質保全特別措置法（昭和 59 年法律第 61号。以下、「湖沼法」という。）第３条に基

づき、1989 年から指定湖沼（水質環境基準が確保されていない湖沼で、水の利用状況、水質の汚濁の

推移等からみて特に水質の保全に関する施策を総合的に講ずる必要があると認められるもの）に指定

されている。 

  湖沼法第４条第１項に基づき鳥取・島根両県で湖沼水質保全計画を策定し、６期 30 年にわたり各

種の水質保全対策を推進してきており、現行の第６期計画（2014～2018 年度の 5 年計画／2015 年 3

月策定）の事業期間が終了するため、新たに 2019 年度中に次期第７期の湖沼水質保全計画（2019～

2023 年度）を策定し、引き続き水質保全対策を総合的に講ずる必要があることから、次期計画の策定

について鳥取県環境審議会の御意見を求めるものである。 

  なお、今回の諮問については、今後の策定の進め方につきご意見をいただくものであり、計画内容

に関しては今後部会で御審議いただく予定。 

 
２ 次期計画の基本的枠組み（策定内容） 

法定事項 湖沼水質保全基本方針に掲げられている内容 

計画期間 ５か年間（2019～2023 年度） 

水質の保全に関する方針 

・望ましい湖沼の水環境及び流域の将来像（長期ビジョン）の設定 

・水質環境基準を達成するための中期目標と対策 

・流出水対策地区の指定（現計画において米子湾流域を指定） 

水質の保全に資する事業 

・下水道、農業集落排水施設、浄化槽等の整備 

・工場・事業場に係る排水対策 

・生活排水に係る対策 

・畜産業に係る汚濁負荷対策 

・魚類養殖に係る汚濁負荷対策 

・流出水対策地区における汚濁負荷対策 

・緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護 

・湖沼（自体）の浄化対策（湖内対策） 

・水循環回復等の対策 

水質の保全のための規制 

その他の措置 

・水質の監視及び測定等の実施方法 

・調査研究の推進と技術の開発 

・知識の普及と住民意識等の高揚 

 

３ 計画策定にあたっての経過及び課題 

  ○これまでの取組の成果として、第１期計画時に比べ、多くの水質項目で改善傾向となり、周辺住

民や関係者の利活用策も活発化 

  ○しかしながら、第１期計画から生活排水処理施設の整備、工場・事業場の排水規制、非特定汚染

源対策などの対策により河川から流入する汚濁負荷を削減してきたが、水質環境基準（化学的酸

素要求量（COD）、全窒素、全りん)は、依然として未達成。 

  ○これまでの対策を踏まえ、鳥取県、島根県、国土交通省及び周辺市が連携して流入負荷削減を継

続して進めるとともに、汚濁原因の解明に努め、効果的かつ具体的な浄化対策の検討、総合的な

取組の強化が必要。 
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４ 次期計画の策定スケジュール（案） 

2018 年 11 月 環境審議会（諮問）、大気・水質部会付議 (水濁法第 21 条） 

  ↓  

2019 年 5 月～ 住民説明・意見聴取の実施 (湖沼法第 4条第 4項) 

  ↓計画骨子の作成  

 9 月 環境審議会 大気・水質部会 計画骨子、水質予測手法等の審議 

  ↓計画素案の作成  

 9～10 月 パブリックコメント (湖沼法第 4条第 4項) 

  ↓  

 12 月 環境審議会 大気・水質部会 計画素案の審議 

  ↓  

2020 年 1～2 月 環境審議会（答申）  

  

事業実施者、関係市町村長の意見聴取(湖沼法第 4条第 5項) 
↓河川管理者との協議(湖沼法第 4条第 5項) 

島根県との協議 (湖沼法第 4条第 2項) 
計画（案）作成 

 2 月～3月 環境大臣との協議（公害対策会議） (湖沼法第 4条第 5項,及び第 6項) 

  ↓  

 ３月 計画策定  

 

５ 計画の位置づけ 

  湖沼水質保全特別措置法（昭和 59年法律第 61 号。以下、「湖沼法」という。）第４条に基づき策定

する法定計画 

【湖沼法（抜粋）】 

第４条 都道府県知事は、前条の規定により指定湖沼及び指定地域が定められたときは、湖沼水質保全基本方針に基

づき、当該指定地域において当該指定湖沼につき湖沼の水質の保全に関し実施すべき施策に関する計画（以下「湖

沼水質保全計画」という。）を定めなければならない。  

２ 指定地域が二以上の都府県の区域にわたる場合にあっては、関係都府県知事は、その協議によって湖沼水質保全

計画を定めるものとする。  

３ 湖沼水質保全計画においては、次の事項を定めるものとする。 

一 湖沼水質保全計画の計画期間 

二 湖沼の水質の保全に関する方針 

三 下水道、し尿処理施設及び浄化槽の整備、しゅんせつその他の湖沼の水質の保全に資する事業に関すること。  

四 湖沼の水質の保全のための規制その他の措置に関すること。  

４ 都道府県知事は、湖沼水質保全計画を定めようとする場合において必要があると認めるときは、あらかじめ、公

聴会の開催等指定地域の住民の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。  

５ 都道府県知事は、湖沼水質保全計画を定めようとするときは、当該湖沼水質保全計画に定められる事業を実施す

る者（国を除く。）及び関係市町村長の意見を聴き、かつ、当該指定湖沼を管理する河川管理者及び環境大臣に協

議しなければならない。  

 
（参考）現計画について 

（１）名    称  第６期 中海に係る湖沼水質保全計画 

（２）計 画 期 間  平成 26～30 年度（５年間／平成 27 年３月策定） 

（３）内    容  中海の水質を改善し保全するため、各種水質保全施策を総合的、かつ計画的に

推進し、水質環境基準及び長期ビジョン（望ましい湖沼の水環境及び流域の将

来像）を実現するための基本計画 

（４）長期ビジョン  みんなで守り、はぐくむ、豊かな中海（2033 年を目標） 
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１ 平成２９年度の中海の水質測定結果 
（１）環境基準等の達成状況（図1-1, 図1-2） 
  環境基準点１２地点における水質測定結果 （ＣＯＤ（化学的酸素要求量）、全窒素及び全りん） 
  ○第６期湖沼水質保全計画で定めた目標水質について、ＣＯＤは目標を達成。全窒素及び全りんは未達成。 
   →ただし、全窒素は１０地点で目標値を達成。全りんは９地点で目標値を達成している。 
  〇環境基準値はいずれも未達成。 

 

 

 

 
 
 
（２）経年変化（図1-3） 
  ○ＣＯＤは、最高値、湖心ともに過去５年の変動範囲内で低めの値で推移し、最高値は昨年度と同様に 

昭和５９年度以降で最も低い値であった。 
  ○全窒素は、最高値が昨年度より低下し、湖心は昨年度と同じで、過去５年の変動の範囲であった。 
  ○全りんは、最高値が昨年度より低下し、湖心は昨年度より上昇したものの過去５年の変動の範囲であった。 

 

 

 
 

 

 

 

図1-2 中海の環境基準点の測定結果 

（参考） 

図1-3 中海の水質の経年変化 

※ 湖心部、米子湾の水質に対して、全窒素、全りんについては①の前後、②の前後で水質が改善。③の前後では、  

大きな傾向変化は見られず、下水道の整備および高度処理化による水質改善が大きく寄与していると考えられる。 

図1-1 中海の環境基準点の位置図 
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（３）赤潮の発生状況(図1-4) 

○平成29年の赤潮の確認日数は、近年の平成26年と同等な状況であった。 

 ○赤潮の確認範囲は、米子湾および中海西部における局地的なものであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成13年 平成26年 平成29年 

（参考）中海の地点別水質経年変化比較 

※ 図中の着色は、各地点の水質を次の区分で分類した場合における中海全体の水質を概念的に表したもの 

（赤：計画目標値未達成、黄：計画目標値達成かつ環境基準未達成、青：環境基準達成） 

図1-4 中海の赤潮発生の回数と範囲 
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資料６ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（３）部会議決事項の報告 

① 地下水影響調査計画書等について 

（水環境保全課） 

 

② 温泉掘削等許可について 

（くらしの安心推進課） 

 

③ 第１２次鳥獣保護管理事業計画の変更について 

（緑豊かな自然課） 

  



 

 



地下水影響調査計画書等について 

平成３０年１１月６日 

くらしの安心局水環境保全課 

 
平成２８年度第１回鳥取県環境審議会（平成２９年１月開催）以降の温泉・地下水部会の議決事項は

以下のとおりです。 
 

地下水影響調査計画書等  

 とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する条例（鳥取県条例第 91 号）に基づく

影響調査計画書及び採取計画届出書の届出を受け、同条例第８条第２項及び第１１条第２項に基づき鳥

取県環境審議会へ諮問し、同審議会温泉・地下水部会へ付議され審議したもの。 

 

（１）平成２８年度 第３回 温泉・地下水部会（平成２９年１月１６日開催） 

届出内容 

答申内容 諮問
番号 

届出項目 届出地 利用目的 
年間採取予定量 

吐出口断面積（合計） 

諮採 
13号 

採取計画
届出書 

鳥取市 
河原町 

食品製造業 
912,500 m3／年 地下水採取計画は妥当な

ものと考えられる旨の意
見 235.6 cm2 

 
 
（２）平成２９年度 第１回 温泉・地下水部会（平成２９年６月５日開催） 

  届出内容 

答申内容 諮問
番号 

届出項目 届出地 利用目的 
年間採取予定量 

吐出口断面積（合計） 

諮掘 
16号 

影響調査
計画書 

鳥取市 
青谷町 

空調、道路融雪 
緑地散水 

31,600 m3／年 調査計画（段階揚水試験
の方法）及び地下水還元
井に係る資料提出につい
て意見。 

27.67 cm2 

諮採 
9 号 

採取計画
届出書 

琴 浦 町
八橋 

畜産業 
（養鶏） 

89,352 m3／年 
意見なし 

39.25 cm2 

 

 

（３）平成２９年度 第２回 温泉・地下水部会（平成２９年１１月２７日開催） 

  届出内容 

答申内容 諮問
番号 

届出項目 届出地 利用目的 
年間採取予定量 

吐出口断面積（合計） 

諮掘 
17号 

影響調査
計画書※ 

鳥取市 
青谷町 

空調、道路融雪 
緑地散水 

83,800 m3／年 採取予定量が妥当である
旨及び塩水化に係る水質
モニタリングについて意
見 

33.2 cm2 

※諮掘 16号の影響調査計画書の地下水採取計画変更に係る届出 

  

資料６－１ 
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（４）平成２９年度 第３回 温泉・地下水部会（平成３０年１月２２日開催） 

  届出内容 

答申内容 諮問
番号 

届出項目 届出地 利用目的 
年間採取予定量 

吐出口断面積（合計） 

諮掘 
18号 

影響調査
計画書 

鳥取市 
賀露町 

畜産業 
（養鶏） 

115,040 m3／年 計画どおり影響調査を実
施するよう意見。 37.68 cm2 

諮採 
17号 

採取計画
届出書 

鳥取市 
青谷町 

空調、道路融雪 
緑地散水 

83,800 m3／年 塩水化対策（定期監視）
について意見。 33.2 cm2 

 

 

（５）平成３０年度 第１回 温泉・地下水部会（平成３０年７月９日開催） 

  届出内容 

答申内容 諮問
番号 

届出項目 届出地 利用目的 
年間採取予定量 

吐出口断面積（合計） 

諮掘 
19号 

影響調査
計画書 

鳥取市 
伏野 

構内消雪 
4,800 m3／年 計画どおり影響調査を実

施するよう意見。 33.17 cm2 

諮採 
18号 

採取計画
届出書 

鳥取市 
賀露町 

畜産業 
（養鶏） 

86,140 m3／年 採取計画の遵守及び採取
量報告の確実な実施につ
いて意見。 30.02 cm2 

 

 

（６）平成３０年度 第２回 温泉・地下水部会（平成３０年９月２５日開催） 

  届出内容 

答申内容 諮問
番号 

届出項目 届出地 利用目的 
年間採取予定量 

吐出口断面積（合計） 

諮掘 
20号 

影響調査
計画書 

琴浦町 
中尾 

食肉加工 
472,680 m3／年 影響調査対象井戸を追加

するよう意見。 234.13 cm2 

諮掘 
21号 

影響調査
計画書 

琴浦町 
笠見 

畜産業 
（養鶏） 

73,464 m3／年 計画どおり影響調査を実
施するよう意見。 39.23 cm2 

諮採 
19号 

採取計画
届出書 

鳥取市 
伏野 

構内消雪 
4,800 m3／年 採取計画どおり地下水採

取を行うよう意見。 33.17 cm2 

 

 

◇参考（届出の流れ、環境審議会の役割） 

（別紙）とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する条例の届出について 
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（別紙）とっとりの豊かで良質な地下水の保全及び持続的な利用に関する条例の届出について 

 
１ 条例と届出の流れ（影響調査・採取計画等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 環境審議会（温泉・地下水部会）の役割  

審議会 

(部会) 

新たに地下水を採取する事業者  又は採取量を増加しようとする既存事業者の届出に対して、

影響調査計画や採取計画が妥当であるか等の意見を述べる。 

県 審議会意見と市町村長意見を踏まえ、知事は事業者に地下水保全の見地から意見を述べる。 

  ☞ 条例 第6、7、8条（影響調査）、第9、11、12条（採取計画）が審議会と関連。 
 

 ◎ 新たな地下水の採取のための具体的な事務手続きステップ  

① 影響調査計画書 の届出 
・添付書類（地図や影響調査に関する書面） 
・井戸を掘削、設置又は採取量を増加する60日前までに届け出る。 

↓ 
 ② 影響調査計画について 県から環境審議会と市町村長へ意見を聴取する。 
     ↓ 

③ 影響調査計画について県が審査を行い、その審査結果を県から通知する。 
↓ 

④ 審査の結果問題がない場合、掘削や影響調査を実施。 
↓ 

⑤ 採取計画届出書 の届出 
・添付書類（地図や影響調査結果に関する書面） 
・地下水採取の60日前までに届け出る。 

↓ 
 ⑥ 採取計画届出書と影響調査結果について 県から環境審議会と市町村長へ意見を聴取する。 
     ↓ 

⑦ 採取計画届出書と影響調査結果について県が審査を行い、その審査結果を県から通知する。 
↓ 

⑧ 審査の結果問題がない場合、地下水の採取を開始することができる。 
↓ 

⑨ 工事完了届出書 の届出 
・採取計画届出書の届出内容と変更がある場合は、変更の詳細を記載した書類を添付。 
・工事完了日から、15 日以内に届け出る。 
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温泉掘削等許可について 
平成 30 年 11 月 6 日 
くらしの安心推進課 

 
平成 28 年度第 1 回鳥取県環境審議会（平成 29 年 1 月開催）以降の温泉・地下水部会の議決事項は以下の

とおりです。 
 
１ 温泉掘削等許可について 

温泉法（昭和 23 年法律第 125 号）に基づく温泉の掘削等の許可申請を受け、同法第 32 条に基づき鳥取
県環境審議会へ諮問し、同審議会温泉・地下水部会へ付議され審議したもの。 

 
（１）平成 28 年度 第 3 回 温泉・地下水部会（平成 29 年 3 月 17 日開催） 

申請内容 

答申内容 
申請項目 申請地 利用目的 

口径 動力出力 
揚湯量 

深さ 動力位置 

動力の 
装置 

西伯郡 
伯耆町 
真野 

浴用 
（民間研修所） 

－ 11 kＷ 
100L/min 

許可が適当 
とする。 － 地盤面から－250 m 

（備考）平成 27 年 10 月 27 日 掘削許可（口径 31.12cm、深さ 1500m） 
平成 29 年 4 月 13 日 動力装置許可 

 
（２）平成 30 年度 第 2 回 温泉・地下水部会（平成 30 年 9 月 25 日開催） 

申請内容 

答申内容 
申請項目 申請地 利用目的 

口径 動力出力 
揚湯量 

深さ 動力位置 

温泉の 
ゆう出路
の掘削 

西伯郡 
南部町 
法勝寺 

浴用 
（地域交流施設） 

31.12～ 
19.37 cm 

－ 
－ 

許可が適当 
とする。 
 1,500 m － 

（備考）平成 30 年 10 月 9 日 掘削許可 
 
◇参考／温泉法（抜粋） 

（土地の掘削の許可）  

第三条  温泉をゆう出させる目的で土地を掘削しようとする者は、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に申請

してその許可を受けなければならない。  
 
（許可の基準）  

第四条  都道府県知事は、前条第一項の許可の申請があつたときは、当該申請が次の各号のいずれかに該当する場合を除

き、同項の許可をしなければならない。 
一 当該申請に係る掘削が温泉のゆう出量、温度又は成分に影響を及ぼすと認めるとき。  
二 当該申請に係る掘削のための施設の位置、構造及び設備並びに当該掘削の方法が掘削に伴い発生する可燃性天然ガ

スによる災害の防止に関する環境省令で定める技術上の基準に適合しないものであると認めるとき。  
三 前二号に掲げるもののほか、当該申請に係る掘削が公益を害するおそれがあると認めるとき。  
四 申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなつ

た日から二年を経過しない者であるとき。  
五 申請者が第九条第一項（第三号及び第四号に係る部分に限る。）の規定により前条第一項の許可を取り消され、その

取消しの日から二年を経過しない者であるとき。  
六 申請者が法人である場合において、その役員が前二号のいずれかに該当する者であるとき。  

 
（増掘又は動力の装置の許可等）  

第十一条  温泉のゆう出路を増掘し、又は温泉のゆう出量を増加させるために動力を装置しようとする者は、環境省令で

定めるところにより、都道府県知事に申請してその許可を受けなければならない。 
 
（審議会その他の合議制の機関への諮問）  

第三十二条  都道府県知事は、第三条第一項、第四条第一項（第十一条第二項又は第三項において準用する場合を含む。）、

第九条（第十一条第二項又は第三項において準用する場合を含む。）、第十一条第一項又は第十二条の規定による処分をしよ

うとするときは、自然環境保全法 （昭和四十七年法律第八十五号）第五十一条 の規定により置かれる審議会その他の合議

制の機関の意見を聴かなければならない。 

資料６－２ 
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第１２次鳥獣保護管理事業計画の変更（平成30年3月）について 
 

１ 計画の位置付け 

○「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（鳥獣保護管理法）第４条に基づ

き、環境大臣が定める「鳥獣の保護及び管理を図るための事業（鳥獣保護管理事業）を実施

するための基本的な指針（基本指針）」に即して、県知事が定める県の鳥獣保護管理事業の

実施に関する計画。 

○本県の第12次計画は、平成29年３月末に策定。（計画期間：平成29年４月から５年間） 

 

２ 変更理由 

○平成29年９月に環境省が基本指針を一部変更（オオタカに係る追記）したため、第12次計画

についても、基本指針に即した変更を行ったもの。 

＜基本指針の変更に係る経緯＞ 

・オオタカは、環境省の第３次レッドリスト（平成18年）から「準絶滅危惧」に変更された

（絶滅危惧Ⅱ類からの引き下げ）。 

・平成29年９月に「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（種の保存

法）施行令が一部改正され、「国内希少野生動植物種」から指定解除された。 

・あわせて、鳥獣保護管理法施行規則が一部改正され、オオタカが希少鳥獣（捕獲許可は大

臣権限）から指定解除されるとともに、販売禁止鳥獣等に追加された（平成30年４月施

行）。また、基本指針も一部変更され、オオタカの捕獲許可や販売許可の考え方等が追記

された。 

→ 平成30年４月からオオタカの捕獲許可、飼養登録、販売許可は知事権限（有害捕獲の

場合は市町村長権限）となるため、第12次計画に許可基準等を追記する変更を行った。 

 

３ 主な変更内容 

項目 変更内容 

保護の必要性が高い

種又は地域個体群に

係る捕獲許可の考え

方 

（第五２(4)） 

（計画書 8ページ） 

○基本指針に即して以下を追記。 

「種の保存法の国内希少野生動植物種から解除されたオオタカにつ

いては、原則、鳥獣の管理を目的とする捕獲を認めない。ただし、

被害防除対策を講じても被害が顕著であり、被害を与える個体が特

定されている場合には、捕獲を認めることとする。なお、捕獲後、

その個体を飼養する場合には、一般流通による密猟の助長を防止す

る観点から、当面の間、公的機関による飼養を前提とする場合に限

り、捕獲を認めることとする。」 

販売禁止鳥獣等の販

売許可の条件 

（第五３－４(2)） 

（変更書18ページ） 

○基本指針に即して以下を追記。 

「オオタカの販売許可証を交付する場合に付する条件は、販売する

鳥獣の数量は現に保有する数量に限定すること、販売する鳥獣に足

環を装着させること等とする。」 

 

（参考）本県におけるオオタカの位置付け 

・レッドデータブックとっとり改訂版（平成24年）では「準絶滅危惧」（初版ではⅡ類）。 

・鳥取県希少野生動植物の保護に関する条例に基づく「希少野生動植物」に指定（捕獲規制なし）。 

資料６－３ 
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資料７ 

 

 

平成３０年度鳥取県環境審議会（第１回）  

（４）事務局からの報告事項 

① 平成３０年度版鳥取県環境白書の公表について 

（環境立県推進課） 

 

② 平成２９年度鳥取県内における水環境の調査結果について 

（水環境保全課） 

 

③ 平成２９年度鳥取県内における大気環境の調査結果について 

（環境立県推進課） 

 

④ 平成２９年度鳥取県内におけるダイオキシン類の調査結果について 

（環境立県推進課） 

 

⑤ 鳥取県星空保全条例の制定について 

（環境立県推進課） 

  



 

 



平成３０年度版鳥取県環境白書の公表について 
 

 平成３０年１１月６日 

環 境 立 県 推 進 課 
 
 鳥取県環境白書は、「鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例（平成８年鳥取県条例第１９号）」

第８条第１項の規定に基づき、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関して講じた施策及び講じよう

とする施策を県民に明らかにするものです。 
 ９月に、平成２９年度の実績を取りまとめたことから、平成３０年度版鳥取県環境白書を県ホームペ

ージ上で公表しましたので、その内容について報告します。 
 
１ 目標達成状況・成果 

Ⅰ エネルギーシフトの

率先的な取組み 

〇再生可能エネルギーの導入 

・目標の９２万ｋＷを上回る９５．５万ｋＷとなり、一般住宅の使用電

力量を自給できる水準に達した。 

Ⅱ ＮＰＯや地域・企業な

どと連携・協働した環境

実践の展開 

〇県内全体のエネルギー使用量の削減 

・夏季の猛暑や冬季の低温の影響による電気・ガス使用量の増、生産活

動に伴う石油使用量の増などにより、家庭・企業・運輸の全ての部門

で平成２８年度に続き増加した。 

Ⅲ 環境負荷低減の取組

みが経済活動として成

立する社会経済システ

ムの実現 

〇一般廃棄物の減量・リサイクルの推進 

・排出量は家庭系では緩やかに減少しているものの、事業系では増加傾

向にあり、ほぼ横ばいでの推移に留まった。 

・リサイクル率が向上し、全国平均を大きく上回る全国３位となった。 

〇産業廃棄物の減量・リサイクルの推進 

・中部地震によりがれき類や汚泥の排出量が増加したため、全体として

増加したが、総排出量は目標を達成し、減少傾向で推移している。 

・建設業で高い再資源化が行われていること等によりリサイクル率は全

国平均と比べ高い水準を維持した。 

Ⅳ 自然がもたらす恩恵

を持続的に享受できる

健全な自然生態系の確

保 

〇豊かな自然環境を活用したふれあいの場の確保 

・学校等へのきめ細かい対応により、県立拠点施設における自然体験プ

ログラム利用者数が増加し、目標を大きく上回った。 

〇県内三大湖沼の浄化 

・中海及び湖山池はそれぞれの湖沼計画の水質目標を達成した。東郷池

は改善傾向にあるが、目標の達成には至っていない。 

Ⅴ 安全で安心してくら

せる生活環境の実現 

 

〇下水等の生活排水対策の推進 

・市町村による公共下水道の整備が進み目標を達成した。 

〇三大河川（千代川、天神川、日野川）、海域及び大気環境の適正管理 

・概ね環境基準を達成しており、清浄な環境が維持されている。 

Ⅵ 美しい景観の保全と

とっとりらしさを活か

した街なみづくりの推

進 

〇地域における良好な景観形成に向けた住民意識の向上 

・景観まちづくり活動の取組団体は増加していないが、景観研修会を通

し良好な景観を継続的に保全・活用したまちづくりの必要性が認識さ

れはじめた。 
 
２ 平成３０年度版鳥取県環境白書の公開ホームページ 

とりネット 鳥取県環境白書   http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=38280 

資料７－１ 
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参考資料

プラン策定時点
（平成２６年度末）

実績
（平成２８年度末）

実績
（平成２９年度末）

目標
（平成３０年度末）

発電事業者（10kW以上）　　　 ９１,６１７ｋW　 １６５，６０１ｋW　 １９０，２３０ｋW　 １５１,０００ｋW　

業者・住宅（10kW未満）       　 ３９,９３７ｋW　 ４７，６２５ｋW　 ４９，５８７ｋW　 ５０,０００ｋW　

風力発電（大型）       　　　 ５９,１００ｋW　 ５９，１２０ｋW　 ５９，１２０ｋW　 ５９,２００ｋW　

バイオマス（熱利用・発電）  ４９２,０６８ｋW　 ５３７，５０５ｋW　 ５３７，５０５ｋW　 ５４１,５００ｋW　

水力発電   １１７,４７０ｋW　 １１８，３８７ｋW　 １１８，３８７ｋW　 １１８,３００ｋW　

その他（地中熱・温泉熱） ０ｋＷ　 ２０ｋW　 ２０ｋW　

８００,４７０ｋW　 ９２８，２５８ｋW　 ９５５，０４９ｋW　 ９２０,０００ｋW　

　電力自給率 ３１％ ３５％ ３６．５％ ３５％

８３％ ９６．８％ １００．４％ ９７％

　メタンハイドレート高度技術者の育成 ―　　 ―　　 ３人 １０人　

　ＴＥＡＳの認定数（総数） １,３００件　 １,２６２件　 １,３１９件　 １,３５０件　

　（Ⅰ種・Ⅱ種の企業等） ５１件　 ４９件　 ４９件　 ６０件　

　（Ⅲ種の企業等） ３５９件　 ３４７件　 ３５３件　 ３８５件　

　（Ⅱ種の高等学校） ２４件　 ２４件　 ２４件　 ２５件　

　（Ⅲ種の小中学校） ３５件　 ３６件　 ３６件　 ４０件　

８３１件　 ８０６件　 ８５７件　 ８４０件　

　こどもエコクラブ登録者数 ８,８５０人　 ９，６４７人　 ８，４４９人　 １０,０００人　

６,３７１万ＧＪ ６,５９５万ＧＪ ６，７７２万ＧＪ
６,０３２万ＧＪ

（　５.３％）

１,３３２万ＧＪ １,３５８万ＧＪ １,３９７万ＧＪ
１,３０３万ＧＪ

（　２.２％）

３,３２５万ＧＪ ３,５１３万ＧＪ ３,５８７万ＧＪ
３,１６８万ＧＪ

（　４.７％）

１,７１４万ＧＪ １,７２４万ＧＪ １,７８８万ＧＪ
１,５６１万ＧＪ

（　８.９％）

　ＥＶ・ＰＨＶ普及台数 ６３７台　 ８４８台　 １，０１１台　 ３,３００台　注２

　ＥＶ充電器設置基数 １５２基　 １８３基　 ２０５基　 ５２７基　注２

  水素ステーション整備基数 ―　　 １基　 １基　 ３基　注２

　　　　　　　　　         　　　　　                            注１   注１  平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度

　一般廃棄物の排出量（総数） ２１０千トン ２０７千トン ２１４千トン １９３千トン　

　【参考】一人一日あたりの排出量 （980ｇ/人・日）　 （978ｇ/人・日）　 （1,016ｇ/人・日）　 （945ｇ/人・日）

　一般廃棄物のリサイクル率 ２６．１％ ２７．０％ ３０．６％ ３１％

　一般廃棄物の最終処分量 １８千トン １６千トン １６千トン １０千トン　

　産業廃棄物の排出量 ５８１千トン ５１５千トン ５５５千トン ５８１千トン　

　産業廃棄物のリサイクル率 76.20% ７５．９％ ７５．７％ ７７％

　産業廃棄物の最終処分量 ２１千トン ２２千トン ２６千トン ２０千トン　

０件　 ０件　 ０件　 １件　

　優良産業廃棄物処理業者認定業者数 ４８件　 ６７件　 ８０件　 ６８件　

　リサイクル事業の新規事業化企業数
０社

（１期実積＋３４社）
＋２２社 ＋３４社

　＋４０社
（H26年度末比）

　リサイクル産業における雇用の創出
０人

（１期実積＋９４人）
＋７０人 ＋７８人

　＋２０人
（H26年度末比）

　グリーン商品の新規認定数
０件

（１期実積＋３５８件）
＋１８件 ＋２３件

　＋８０件
（H26年度末比）

５件　 ６件　 ６件　 １０件　

Ⅲ　環境負荷低減の取組みが経済活動として成立する社会経済システムの実現

　廃棄物由来のエネルギー・熱回収取組み事業者数

　管理型産業廃棄物最終処分場の建設着手件数

　（Ⅲ種の家庭（わが家のエコ録　登録者含む））

Ⅱ　ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働した環境実践の展開

　県内全体のエネルギー使用量
 　　（H26からの削減率）

　・家庭部門のエネルギー使用量
　　　（H26からの削減率）

　・企業部門のエネルギー使用量
　　　（H26からの削減率）

　・運輸部門のエネルギー使用量
　　　（H26からの削減率）

  一般住宅等の電気使用量に対する再エネのカバー率

第２期とっとり環境イニシアティブプランの主な目標指標一覧

主な目標指標

Ⅰ　エネルギーシフトの率先的な取組み

県
内
設
備
容
量

合　　　　計
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プラン策定時点
（平成２６年度末）

実績
（平成２８年度末）

実績
（平成２９年度末）

目標
（平成３０年度末）

　自然保護ボランティア登録者数 １４６人　 １６５人　 １３８人　 １８０人　

８,７２５人　 ２０，０１０人　 ２４，８８５人　 １７,０００人　注４

　里山整備活動・森林体験企画数 ２０件　 ２０件　 １９件　 ３３件　注４

　若手狩猟免許保有者数 １５５人　 ３００人　 ３３８人　 ３００人　注４

　中海の水質（ＣＯＤ） ５.０mg/L　 ４.９mg/L　 ４.９mg/L　 ５.０mg/L　

　湖山池の水質（ＣＯＤ） ７.０mg/L　 ５.５mg/L　 ５.１mg/L　 ５.５mg/L　

　東郷池の水質（ＣＯＤ） ６.０mg/L　 ４.８mg/L　 ５.１mg/L　 ４.５mg/L（H37末）
　注３

１,３５８
ヘクタール

１,４４５
ヘクタール

１,４７５
ヘクタール

１,５００
ヘクタール　注４

　とっとり共生の森参画企業数 １７社　 １８社　 １８社　 ２３社
　注４

　間伐面積（年間）
３,０５０

ヘクタール
３,８５９

ヘクタール
２,８９５

ヘクタール
４,２００

ヘクタール

　生活排水処理人口普及率 ９１．４％ ９３．１％ ９３．６％ ９３．２％

９３．３％ ９４．０％ ９６．７％ １００％

１００％ １００％ １００％ １００％

　大気中のダイオキシン類濃度
０.０１４

pg-TEQ/Nm3
０.０１１

pg-TEQ/Nm3
０．００９５

pg-TEQ/Nm3
０.０１２

pg-TEQ/Nm3

　景観まちづくり活動に取り組む団体数 ７０団体　 ７０団体　 ７０団体　 ７４団体　

　景観行政団体（市町村）数 ５団体　 ５団体　 ５団体　 ６団体　

　地域資源を活用したまちづくり実施地区数 ７１地区　 ７０地区　 ７０地区　 ７３地区　

　注１　：一般廃棄物、産業廃棄物の排出量、リサイクル率、最終処分量については前年度末の数値
　注２　：平成32年度末の数値
　注３　：第２期　東郷池水質管理計画（平成29年３月）で設定
　注４　：「鳥取県元気づくり総合戦略」の目標年度（H31年度）の数値を掲載

 Ⅵ　美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街なみづくりの推進

　県立拠点施設における自然体験プログラム利用者数

　ベンゼン等の有害大気汚染物質の環境基準達成率

　有機農産物・特別栽培農産物の認定面積

主な目標指標

Ⅳ　自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保

Ⅴ　安全で安心してくらせる生活環境の実現

　河川・海域の水質の環境基準達成率
　（河川：ＢＯＤ、海域：ＣＯＤ）
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平成 29 年度鳥取県内における水環境の調査結果について 

 
平 成 ３ ０ 年 １ １ 月 ６ 日 

くらしの安心局水環境保全課 

 

平成 29 年度に実施した県内の公共用水域及び地下水の水質測定結果の概要は、次のとおりです。 

 

Ａ 公共用水域（河川、湖沼、海域） 

１測定地点 

河川 119 地点 

湖沼 24 地点 

海域 37 地点 

 計 180 地点 

 

２ 測定区分①／生活環境項目  

（１）測定項目 １２項目 

ｐＨ 溶存酸素量（DO） 全燐 

ＢＯＤ（河川） 大腸菌群数 全亜鉛 

ＣＯＤ（湖沼、海域） ノルマルヘキサン抽出物質 ＬＡＳ 

ＳＳ 全窒素 ノニルフェノール 

 

（２）測定結果 

主要河川（一級河川、二級河川、都市河川）、湖沼および海域における調査結果は、次のとおりである。 

 

（表１－１ ＢＯＤ、ＣＯＤの状況） 

 
水系 

BOD 又は COD（mg/L） 
汚濁の目安＊２ 

年平均値 75％値＊1 

主な 

一級河川 

千代川水系（４河川１３地点） 0.5～1.1 <0.5～1.3 概ね清浄 

天神川水系（４河川１２地点） <0.5～0.6 <0.5～0.6 清浄 

日野川水系（３河川１２地点） 0.6～1.2 0.5～1.3 概ね清浄 

主な 

二級河川 

８河川 

蒲生川他４河川（１５地点） <0.5～0.8 <0.5～0.8 清浄 

勝部川（３地点） 0.7～2.8 0.8～1.8 概ね清浄 

塩見川（３地点） 0.8～1.9 0.9～2.0 概ね清浄 

河内川（３地点） 0.9～1.0 0.7～1.2 概ね清浄 

都市河川 袋川（鳥取市）（８地点） 0.8～2.0 1.0～2.0 概ね清浄 

玉川（倉吉市）（５地点） 0.5～1.1 <0.5～1.3 概ね清浄 

旧加茂川(米子市)（５地点） 0.8～0.9 0.8～1.1 概ね清浄 

湖  沼 湖山池（４地点） 4.6～5.0 4.8～5.5 汚濁 

東郷池（４地点） 4.5～5.2 4.9～5.8 汚濁 

中海（９地点） 2.4～4.4 2.8～5.0 汚濁 

多鯰ケ池（３地点） 4.1～5.5 4.2～5.1 汚濁 

海  域 美保湾（８地点） 1.5～2.2 1.7～2.5 概ね清浄 

日本海沿岸海域（８地点） 1.0～1.5 1.0～1.5 概ね清浄 

＊１ ＢＯＤ（河川）及びＣＯＤ（湖沼及び海域）は７５％値で評価を行う。 

（７５％値は、年間のｙ個の日間平均値の全データを値の小さいものから順に並べた場合の（ｙ×０．７５）番目の数値） 

＊２ 汚濁の目安は、環境基準類型を参考にして分かりやすい文言で表現したもの（例：類型 AA レベル＝清浄、Aレベル＝概ね清浄 ほか） 

 
  

資料７－２ 
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（表１－２ 全窒素及び全燐の状況） 

 

水系 
全窒素（mg/L） 
年平均値＊１ 

全燐（mg/L） 
年平均値＊１ 

汚濁の目安＊２ 

湖  沼 湖山池（４地点） 0.73～0.76 0.066～0.073 富栄養化 
東郷池（４地点） 0.47～0.54 0.062～0.073 富栄養化 
中海（９地点） 0.26～0.49 0.027～0.050 富栄養化 
多鯰ケ池（３地点） 0.58～0.81 0.016～0.032 富栄養化 

＊１ 湖沼に係る全窒素及び全燐は、表層の年平均値で評価を行う。 
＊２ 汚濁の目安は、環境基準類型を参考にして分かりやすい文言で表現したもの（例：類型Ⅲレベル＝やや富栄養化、Ⅳ,Vレベル＝富栄養化） 

 

（３）環境基準の達成状況 

環境基準の類型当てはめが行われている８水域４８地点（３河川、３湖沼及び２海域）における環境基準

の達成状況は以下のとおりである。 

 

（表１－３ 環境基準の達成状況） 

水域 
環境基準 

基準値 達成状況 
あてはめ類型 環境基準地点数 

河川 
 

千代川 上流 AA ３地点 ＢＯＤ １mg/L 以下 達成 

下流 A ２地点 ＢＯＤ ２mg/L 以下 達成 

天神川 上流 AA ２地点 ＢＯＤ １mg/L 以下 達成 

下流 A ２地点 ＢＯＤ ２mg/L 以下 達成 

日野川 上流 AA ３地点 ＢＯＤ １mg/L 以下 達成 

下流 A ２地点 ＢＯＤ ２mg/L 以下 達成 

湖沼 湖山池 A ４地点 ＣＯＤ ３mg/L 以下 未達成 

Ⅲ ４地点 
全窒素 0.4mg/L 以下 未達成 

全燐  0.03mg/L 以下 未達成 

東郷池 A ４地点 ＣＯＤ ３mg/L 以下 未達成 

中海 A ３地点 ＣＯＤ ３mg/L 以下 未達成 

Ⅲ ３地点 
全窒素 0.4mg/L 以下 未達成 

全燐  0.03mg/L 以下 未達成 

海域 美保湾 境港外港港湾
計画水域 

B １地点 ＣＯＤ ３mg/L 以下 達成 

その他の水域 A ７地点 ＣＯＤ ２mg/L 以下 未達成＊１ 
日本海沿岸海域 A ８地点 ＣＯＤ ２mg/L 以下 達成 

*１ 境港市昭和町境港防波堤灯台の北方０．２km 地点のみ環境基準に不適合 

 
３ 測定区分②／健康項目 
（１）測定項目  ２７項目 

カドミウム 四塩化炭素 チウラム 
全シアン 1,2－ジクロロエタン シマジン 
鉛 1,1－ジクロロエチレン チオベンカルブ 
六価クロム シス－1,2－ジクロロエチレン ベンゼン 
砒素 1,1,1－トリクロロエタン セレン 
総水銀 1,1,2－トリクロロエタン 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 
アルキル水銀 トリクロロエチレン ふっ素 
ＰＣＢ テトラクロロエチレン ほう素 
ジクロロメタン 1,3－ジクロロプロペン 1,4-ジオキサン 

  

（２）環境基準の達成状況 

ほう素について、計２地点（湖山川１地点、中海（葭津地先）１地点）が環境基準を超過していたが、い

ずれも海水の影響を受ける可能性がある調査地点であり、海水に含まれるほう素の影響を受けたものと考え

られる。 

その他の項目は、環境基準に適合していた。 
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Ｂ 県内三大湖沼の状況（中海、湖山池、東郷池のトピックス） 
（１）中海 

 ・H27 年 3 月に湖沼特別措置法に基づく第 6 期水質保全計画を鳥取・島根両県で策定し、各種浄化対策に取り

組んでいるところ。H29 年度の有機汚濁の指標である COD（化学的酸素要求量）は、最も水質の悪い米子

湾中央部でも S59 年以降で最も低い値であり、過去 5 年の変動範囲内で低めの値で推移している。 
 ・中海・宍道湖一斉清掃を鳥取・島根両県、沿岸自治体、住民等

の参加により、環境月間である 6 月の第 2 日曜日に実施し、 

H29 年度は約 7,800 人が参加し、回収したごみの量は約 15.5
トンとなった。また、こどもラムサール交流事業として中海・

宍道湖で活動するこどもたちと山口県きらら浜こどもレンジャ

ークラブで活躍するこどもたちと山口県で交流し、次世代の湿

地保全を担うリーダー育成と人的ネットワークの形成を図った。 

 
 
 

 
 

（上：H29 年 11 月こどもラムサール交流事業／下：COD 経年グラフ（H29 年度）） 
 
 

（２）東郷池 

 ・H29 年 3 月に第 2 期東郷池水質管理計画を策定し、各種浄化対策に取り組んでいるところ。 

 ・H29 年度の COD は、概ね横ばいで推移している。また、利活用の取り組みも進めている。 

 

 
 

（COD 経年グラフ（H29 年度））  
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（３）湖山池 

 ・H24 年に汽水化してから 6年間が経過し、H29 年度もきめ細かな水門操作等により将来ビジョンに定める概

ね 2,000～5,000mg/L の範囲での塩分濃度管理ができている。また、水質も概ね改善傾向にあり、将来ビジ

ョン推進計画に定める目標値に近づいてきている。 

 ・現在、H29 年度に改築された水門において、より緻密な水質管理が可能となっている。 

 
 

 
 
 

 
 

（上：塩化物イオン濃度の推移・年度別グラフ（直近４か年分）／下：COD 経年グラフ（H29 年度）） 
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Ｃ 地下水（平成２９年度） 

１ 調査対象井戸 

８市町６７箇所（鳥取市・米子市・境港市・八頭町・智頭町・湯梨浜町・北栄町・江府町） 
 
２ 調査項目 

カドミウム等３０項目（主として健康項目） 
 
３ 調査内容及び調査回数 

調査内容 

（調査箇所数） 
調査回数 概要 

概況調査 

（１３箇所） 

年１回（ただし、国土交通

省が実施した３箇所の井戸

については年４回） 

県下の全体的な地下水質の概況を把握するた

めに実施 

汚染井戸周辺地区調査 

（８箇所） 

年１回 概況調査等により新たに発見された汚染につ

いて、汚染範囲の確認のため実施するもの 

継続監視調査 

（４６箇所） 

年１～２回 同一地点での地下水質の経年的なモニタリン

グとして実施 
 
４ 調査結果 

継続監視調査において、計１７箇所（鳥取市・境港市・智頭町・湯梨浜町・北栄町）で表２－１のとおり環

境基準に適合していないことを確認した。 

また新たに探知した環境基準を超過する井戸（江府町）の周辺地区調査を実施し、表２－２の通り環境基準

に適合していないことを確認した。 

 

（表２－１ 継続監視調査における環境基準の超過状況） 

市町村名 区域及び井戸数
 項目 

（環境基準） 
検出状況 

汚染原因 

（推定）
 対策等

 

鳥取市 

寿町、片原、戎町、用瀬

町用瀬の４ヶ所の井戸 
※用瀬：ふっ素のみ 

※寿町：ほう素のみ 

ふっ素(0.8mg/L)  1.0～6.2mg/L 自然的要因（温泉

水の混入等） 

井戸所有者

へ の 周 知

と 飲 用 指

導 

ほう素(1.0mg/L) 1.2～3.8mg/L 

古海の１箇所の井戸 ヒ素（0.01mg/L） 0.044mg/L 不 明 

賀露町西の１箇所の井

戸 

硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

(10mg/L) 

12mg/L 
施肥と生活排水の

影響 

境港市 渡町の３箇所の井戸 

硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

(10mg/L) 

11～22mg/L 
施肥若しくは生活

雑排水の影響 

智頭町 

智頭の６箇所の井戸 
トリクロロエチレン 

(0.01mg/L) 
0.014～0.12mg/L 不 明

 

埴師、木原の５箇所の 

井戸 
ふっ素(0.8mg/L) 1.0～5.1mg/L 

自然的要因（地 

質・地層の影響） 

湯梨浜町 中興寺の１箇所の井戸 ふっ素(0.8mg/L)  1.1mg/L 
自然的要因（周辺

温泉水の影響） 

北栄町 大島の１箇所の井戸 ヒ素（0.01mg/L） 0.023mg/L 

自然的要因 

（地層・地質、温

泉水の混入等） 

 

（表２－２ 汚染井戸周辺地区調査における環境基準の超過状況） 

市町村名 区域及び井戸数
 項目 

（環境基準） 
検出状況 

汚染原因 

（推定）
 対策等

 

江府町 州河崎の１箇所の井戸 ヒ素（0.01mg/L） 0.028mg/L 
自然的要因 

（地質由来） 

周知と飲用

指導
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Ｄ （参考）地下水（平成２８年度） 

１ 調査対象井戸 

１０市町８１箇所（鳥取市・米子市・倉吉市・境港市・智頭町・琴浦町・湯梨浜町・北栄町・南部町・日南町） 
 
２ 調査項目 

カドミウム等３０項目（主として健康項目） 
 
３ 調査内容及び調査回数 

調査内容 

（調査箇所数） 
調査回数 概要 

概況調査 

（１５箇所） 

年１回（ただし、国土交通

省が実施した３箇所の井戸

については年４回） 

県下の全体的な地下水質の概況を把握するた

めに実施 

汚染井戸周辺地区調査 

（３０箇所） 

年１回 概況調査等により新たに発見された汚染につ

いて、汚染範囲の確認のため実施するもの 

継続監視調査 

（３６箇所） 

年１～２回 同一地点での地下水質の経年的なモニタリン

グとして実施 
 
４ 調査結果 

継続監視調査において、計１６箇所（鳥取市・境港市・智頭町・湯梨浜町・北栄町）で表３－１のとおり環

境基準に適合していないことを確認した。 

また新たに探知した環境基準を超過する井戸（智頭町、鳥取市）の周辺地区調査を実施し、表３－２の通り

環境基準に適合していないことを確認した。 

 

（表３－１ 継続監視調査における環境基準の超過状況） 

市町村名 区域及び井戸数
 項目 

（環境基準） 
検出状況 

汚染原因 

（推定）
 対策等

 

鳥取市 

行徳、寿町、片原、戎町

、用瀬町用瀬の５ヶ所の

井戸 
※用瀬：ふっ素のみ 

※寿町：ほう素のみ 

ふっ素(0.8mg/L)  0.86～8.4mg/L 
自然的要因（温泉

水の混入等） 

井戸所有者

へ の 周 知

と 飲 用 指

導 

ほう素(1.0mg/L) 1.1～4.2mg/L 

朝月の１箇所の井戸 ヒ素（0.01mg/L） 0.018mg/L 不 明 

境港市 渡町の３箇所の井戸 

硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

(10mg/L) 

14～19mg/L 
施肥若しくは生活

雑排水の影響 

智頭町 智頭の５箇所の井戸 
トリクロロエチレン 

(0.01mg/L) 
0.022～0.098mg/L 不 明

 

湯梨浜町 中興寺の１箇所の井戸 ふっ素(0.8mg/L)  1.1mg/L 
自然的要因（周辺

温泉水の影響） 

北栄町 大島の１箇所の井戸 ヒ素（0.01mg/L） 0.023mg/L 

自然的要因 

（地層・地質、温

泉水の混入等） 

 

（表３－２ 汚染井戸周辺地区調査における環境基準の超過状況） 

市町村名 区域及び井戸数
 項目 

（環境基準） 
検出状況 

汚染原因 

（推定）
 対策等

 

智頭町 
埴師、木原の５箇所の 

井戸 
ふっ素（0.8mg/L） 0.89～5.19mg/L 

自然的要因（地 

質・地層の影響） 
井戸所有者 

への周知と 

飲用指導
 

鳥取市 古海の１箇所の井戸 ヒ素（0.01mg/L） 0.074mg/L 不 明 
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平成29年度鳥取県内における大気環境の調査結果について 

 
 大気汚染防止法第１８条の２４、第２０条及び第２２条に基づき実施した大気汚染調査の平成２９年度結果

の概要は、次のとおりです。 

 

１ 常時監視 

（１）二酸化いおう、一酸化炭素、二酸化窒素 

  毎年環境基準を達成しており、平成２９年度も測定を行ったすべての地点で環境基準を達成した。 

 

（２）浮遊粒子状物質（SPM） 

  例年、黄砂等が原因で環境基準を達成しないことが多いが、平成２９年度は、栄町交差点局において長期

的評価では達成したものの、短期的評価では達成しなかった。その他の測定局においては、短期的評価及び

長期的評価のいずれも環境基準を達成した。 

 

（３）光化学オキシダント 

全国的に環境基準達成率が非常に低い状況にあり（達成率(一般局）0.1％(1 局/1143 局)）、本県におい

てもすべての地点で環境基準（1時間値0.06ppm以下）を達成しなかった。なお、昼間１時間値の最高値は

0.108ppm（県庁西町分庁舎局）であり、大気汚染防止法第２３条に定める緊急時の措置を行う基準値（注意

報を発令する1時間値0.12ppm）を下回っていた。 

 

（４）微小粒子状物質（PM2.5） 

県内４地点で測定を行った。平成２９年度は、前年度に引き続きすべての測定局において、環境基準を達

成した。 

 

表 環境基準達成状況（常時監視） 

 

測定局 

 

区分 

 

所在地 

項  目 

二酸化 

いおう 

浮遊粒子 

状物質 

二酸化 

窒素 

一酸化 

炭素 

光化学 

ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 

微小粒子 

状物質 

県庁西町分庁舎 一般 鳥取市西町 ○ ○ ○ ○ × ○ 

米子保健所 一般 米子市東福原 ○ ○ ○ － × ○ 

倉吉保健所 一般 倉吉市東巌城町 ○ ○ ○ － × ○ 

境港市誠道町 一般 境港市誠道町 － ○ － － － ○ 

栄町交差点 自排 鳥取市栄町 － △ ○ ○ － － 

米子市役所前 自排 米子市加茂町 － ○ ○ ○ － － 

【凡例】○：達成、×：非達成、△：長期的評価は達成したが短期的評価で非達成 

 

２ 有害大気汚染物質モニタリング調査 

  環境基準が設定されている４物質（テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、ベンゼン、ジクロロメ

タン）について、すべての地点で環境基準を達成した。 

 また、「環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値（指針値）」が

設定されている９項目（アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びその化合物、ニッケル化合物、

ヒ素及びその化合物、クロロホルム、1,2-ジクロロエタン、1,3-ブタジエン、マンガン及びその化合物）に

ついても、すべての地点で指針値以下であった。 

 その他の国内基準等が定められていない８物質については、全国平均と比べて概ね同等又は低い値で推移

していた。 
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【参考】 環境基準及び評価方法 

大気汚染物質 環境基準 評価方法 

二酸化いおう 

１時間値の１日平均値が

0.04ppm 以下であり、か

つ、１時間値が 0.1ppm

以下であること。 

短期的 

評価 

１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、

１時間値が0.1ppm以下であること。 

長期的 

評価 

年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、高い方

から２％の範囲にあるものを除外した値が、0.04ppm

以下であること。ただし、１日平均値が0.04ppmを

超える日が２日以上連続しないこと。 

一酸化炭素 

１時間値の１日平均値が

10ppm以下であり、かつ、

１時間値の８時間平均値

が 20ppm 以下であるこ

と。 

短期的 

評価 

１時間値の１日平均値が10ppm以下であり、かつ、

１時間値の８時間平均値が20ppm以下であること。 

長期的 

評価 

年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、高い方

から２％の範囲にあるものを除外した値が、10ppm

以下であること。ただし、１日平均値が10ppmを超

える日が２日以上連続しないこと。 

浮遊粒子状物質 

１時間値の１日平均値が

0.10mg/m３以下であり、

か つ 、 １ 時 間 値 が

0.20mg/m３以下であるこ

と。 

短期的 

評価 

１時間値の１日平均値が 0.10mg/m３以下であり、か

つ、１時間値が0.20mg/m３以下であること。 

長期的 

評価 

年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、高い方

から２％の範囲にあるものを除外した値が、

0.10mg/m３以下であること。ただし、１日平均値が

0.10mg/m３を超える日が２日以上連続しないこと。 

二酸化窒素 

１時間値の１日平均値が

0.04～0.06ppm のゾーン

内又はそれ以下であるこ

と。 

短期的 

評価 

１時間値の１日平均値が0.04～0.06ppmのゾーン内

又はそれ以下であること。 

長期的 

評価 

年間にわたる１時間値の１日平均値のうち、低い方

から 98％に相当するもの（１日平均値の年間 98％

値）が0.06ppm以下であること。 

光化学オキシダ

ント 

１時間値が0.06ppm以下

であること。 

年間を通じて、昼間（５～20 時）の時間帯における１時間値

が0.06ppm以下であること。 

微小粒子状物質 

１年平均値が 15μg/m３

以下であり、かつ１日平

均値が 35μg/m３以下で

あること。 

長期的 

評価 

測定結果の１日平均値のうち年間 98 パーセンタイ

ル値が35μg/m３以下であること。 

測定結果の１年平均値が15μg/m３以下であること。 

備考１ 短期的評価は、連続して又は随時に行った測定結果により、測定を行った日又は時間について評価

するもの。 

２ 長期的評価は、大気汚染に対する施策の効果等を的確に判断するためなど、年間にわたる測定結果

を長期的に観察したうえ、評価するもの。 

 

-11-



平成 29 年度鳥取県内におけるダイオキシン類の調査結果について 
 
 ダイオキシン類対策特別措置法第２６条に基づき、一般環境中の汚染状況を把握するために実施

した大気、水質・底質、地下水及び土壌に含まれるダイオキシン類調査の平成２９年度結果の概要

は、次のとおりです。 

 

１ 調査期間 

  平成２９年４月～平成３０年２月 

 

２ 調査地点数 

（１）大  気 ： ４地点…年４回 

（２）水質・底質：１７地点（河川：７、湖沼：５、海域：５）…年１回 

          ９地点（河川）･･･年５回 

（３）地 下 水 ： ８地点…年１回 

（４）土  壌 ：１３地点（一般環境土壌：８地点、発生源周辺土壌：５地点）…年１回 

 

３ 分析機関 

  株式会社日本総合科学山陰支所（米子市灘町三丁目１４８－１） 

 

４ 測定結果の概要 

 すべての項目、地点で環境基準を達成し、各調査区分の平均値は、全国調査の平均値（平成

28 年度）を下回る値であった。 

 

調査区分 単位 
測定結果 全国（平成28年度） 

環境基準 

平均 最小 最大 平均 最小 最大 

 大気（一般環境） pg-TEQ/m3 0.0095 0.0089 0.010 0.018 0.0034 0.27 0.6 以下 

 公共用水域 
水質 pg-TEQ/L 0.10 0.014 0.26 0.18 0.011 2.4 1 以下 

底質 pg-TEQ/g 4.5 0.13 17 6.8 0.053 510 150 以下 

 地下水 pg-TEQ/L 0.015 0.012  0.019 0.055 0.0073 3.7 1 以下 

 土壌 
一般環境 

pg-TEQ/g 
0.50 0.029 1.9 2.0 0 130 

1,000 以下
 

発生源周辺 2.3 0.064 8.5 5.9 0 210 

  ※平成 29 年度の全国調査結果のとりまとめは、平成 30 年度末 

【参考】 

 ○ダイオキシン類に係る環境基準 

  ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の

汚染に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準。 

 ○1 pg（ピコグラム）は、１兆分の１グラム。 

 ○TEQ(Toxic Equivalent：毒性当量) 

  ダイオキシン類は種類によって毒性が異なるので、最も毒性の強いダイオキシン（2,3,7,8

-TCDD）の毒性を１として、他のダイオキシン類の毒性の強さを換算して、合計した値で評

価する。この場合に「TEQ」という単位が使われる。 

※地点ごとのデータは、ホームページに掲載しています。 

https://www.pref.tottori.lg.jp/20423.htm 
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次の２地域を星空保全地域に指定しました。
◆平成30年4月１日 鳥取市佐治町 ◆6月28日 日南町(全域)
★星空保全地域：特に美しい星空が見える優れた環境であり、その環境を保全する

必要がある地域

＜星空保全地域での取組＞
〇保全地域内から夜空に漏れる光を抑制するため、
屋外照明の設置や使用について遵守していただく
基準を設けています。

〇県は、照明基準に適合させるための屋外照明器具
の更新や改修について支援を行います。

〇県は、星空保全地域の美しい星空を活かした地域
振興の取組について支援を行います。

鳥取県星空保全条例の制定について
環境立県推進課 星空環境推進室

＜条例の概要＞
〇事業者や県民の皆様に、県が実施する光害防止の施策への協力や光
害防止に努めて頂くこととします。

〇広範囲に光の影響が及ぶ可能性のあるサーチライト等の投光器や
レーザーについて、特定の対象物を照らす目的以外での使用を禁止
します（人命保護や交通の安全等のために必要な場合等を除く）。

〇県は、県民や事業者の方々へ星空環境や光害防止に関する普及啓発
を実施します。

星空保全地域について

○星空保全地域内で屋外に設置する照明や広告照明等の照射方向や明るさ等に関する基準です。
（詳しい内容については、裏面をご覧ください。）

○この基準は、星空保全地域指定から６ヶ月経過後に、屋外照明器具を新設・改修する際に守って
いただくものです。それまでに既に設置・使用されている照明器具は対象となりません。

○個人住宅の照明は対象となりません。

「星空保全照明基準」とは？

基準を満たすための照明器具の改修等へ支援を行っています。
公共施設や事業所などで照明基準を満たすための屋外照明器具の改修を行うための支援として、

補助制度を設けています（個人住宅の照明を除く）。
〇星空保全地域照明対策事業補助金
◇補助対象者：星空保全地域の属する市町村又は星空保全地域内に事業所を置く団体等
◇補助対象経費：星空保全地域で星空保全照明基準を満たすために行う屋外照明器具への交換又は改修に要す
る経費（ただし、ナイター照明器具を除く）
◇補助率：１／２（補助限度額：屋外照明器具１基あたり１３万円）
◇実施期間：当該年度中（交付決定日以降に工事に着手し、年度内に工事・支払いが完了すること）

×

光害（ひかりがい）
照明の光が目的外の方向に
漏れることによって、星空
環境に悪影響を及ぼすこと
を言います。

鳥取県は、県内の美しい星空が見える環境を次世代に引き
継いでいくため、都道府県としては全国で初めて、鳥取県星
空保全条例を制定しました（平成30年４月１日施行）。

野分の館の星空
（日南町）

さじアストロパークの星空
（鳥取市佐治町）
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○照明の目的を達成するのに必要な最小限の箇所に設置して使用する。
（１）屋外照明器具（ナイター照明器具を除く）
〇上方に漏れる光が少ない型（上方光束比５％以下）の照明器具を使用
する、又は傘などで上方に光が漏れないようにして使用する。

○広告物照明の照射方向等は次のとおりとする。
ア 広告物を外から照らす場合、照明器具を次のとおり設置して使用する。
（ア）上方から下向きに照らす。
（イ）広告物のみを照らす。
（ウ）照明器具の上部に傘などを設置し、上方に光が漏れないようにする。
イ 光源を内蔵していて広告物自体が発光するタイプの場合、広告物の
上部に傘などの光を遮る物を設置し、上方に光が漏れないようにする。

○広告物の表面の明るさ（輝度）は、１平方メートル当たり400カンデラ
以下とする。

○照明器具は、必要最小限の箇所に設置して使用する。
○照明の照射方向等は次のとおりとする。
（ア）上方から下向きに照らす。
（イ）建築物等のみを照らす。
（ウ）照明器具の上部に傘などを設置し、上方に光が漏れないようにする。
○照らされる建築物等の表面の明るさ（輝度）は１平方メートル当たり５カン
デラ以下とする。

２ 建築物等を照らす照明器具に関する基準

１ 屋外照明器具に関する基準

３ 広告物照明に関する基準

上方光束比５％以下の照明器具
⇒そのまま設置・使用

上方光束比５％超の照明器具

⇒傘や遮へい物で上方に光が漏れ
ないようにして使用

（２）ナイター照明器具
〇光害防止対策の措置がされた投光器を用い、下向き照射を基本
として設置方法等を検討し、上方への漏れ光を抑制する。

〇使用時間は午後１０時までとする。

従来型投光器の例 光害防止対策措置がされ
た投光器の例

ア 外から照らす場合

イ 広告物自体が
発光する場合

傘

傘

星空保全照明基準（日南町の場合）

×

〇

上方光束比（じょうほうこうそくひ）：
照明器具の光源から全方向に出る光束（光量）
のうち、水平より上方に向かう光束（上方光
束）の比率

※鳥取市佐治町の星空保全照明基準は、１（２）ナイター照明器具を除き、日南町と
同様。
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